
　民主党の代表選は９月１４日の臨時党大会で、衆参
国会議員の投票を行った。党員サポーター票と地方
議員票を合わせた開票で菅直人首相が７２１ポイント
と小沢一郎前幹事長の４９１ポイントを上回り代表の
続投が決まった。
　菅改造内閣では、財務大臣に野田佳彦氏が留任し
たほか、厚生労働大臣に細川律夫氏、文部科学相に
高木義明氏、経済産業相に大畠章宏氏が起用された。
厚労副大臣には、藤村修衆院議員、小宮山洋子衆院
議員が就任。厚労政務官には、岡本充功衆院議員と

小林正夫参院議員が就いた。
　政府は１０月８日に閣議決定した２０１０年度補正予算
案で、「地域医療再生基金」に２０００億円程度を積み増
す。高次救急病院などの拠点病院を整備して医療圏
内の病院の役割分担を明確にさせるのが狙い。補正
予算全体は約５兆円で、うち医療や介護、福祉など
の予算は１.１兆円となる。
　厚生科学審議会・感染症分科会予防接種部会は１０
月６日、細川律夫厚労相に対して、Ｈｉｂ、小児用
肺炎球菌、ＨＰＶの各ワクチンについて、予防接種
法での定期接種に位置付けるよう求める意見書を１０
月６日付でまとめた。
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今月の主な動き

協

会

だ

よ

り

※太字は一般参加の行事、詳細は後掲２７～２９ページ

場　　所開始時間行　　　事
乙訓医師会事務所（長岡京市立多世代交流ふれあいセンター）午後２時３０分乙訓医師会との懇談会１２月６日月
ルームＡ午後２時文化講習会「アロマテラピー講座」

１２月１１日土
午後２時３０分新規開業医のための基礎講習会

今
後
の
予
定

※「ルームＡ、Ｂ、Ｃ」、「応接室」及び「アミス」は京都府保険医協会事務所内の会議室の名称です。

場　　所開始時間行　　　事
ルームＡ午後２時保険審査通信検討委員会５日金
ルームＡ～Ｃ午後３時第６３７回社会保険研究会６日土
豊国神社（東山区大和大路通正面茶屋町）午後２時第７回文化講座

７日日
ルームＡ午後１時新規開業予定者のための講習会
ホテル日航プリンセス京都午後２時下京東部医師会との懇談会８日月

京都ブライトンホテル
　　　　　　　　　　　　　　　　　昼食会：午後１時３０分
京都北医師会との懇談会
　　　　　　　　　　　　　　　　　懇談会：午後２時３０分１０日水

ルームＣ午後２時医院・住宅新（改）築相談室
ルームＡ午後２時３０分上京東部・西陣医師会との懇談会１１日木
京都ブライトンホテル午後４時３０分外科診療内容向上会

１３日土
舞鶴西総合会館３Ｆ林業センター会議室午後２時３０分中級コース　接遇マナー研修会
ルームＡ～Ｃ
ホテルモントレ京都

　　　　　　　　　　　　　　　　　懇談会：午後３時３０分
地区医師会長との懇談会
　　　　　　　　　　　　　　　　　懇親会：午後５時３０分

応接室午後１時ファイナンシャル相談室
１８日木 アミス午後２時法律相談室

ルームＣ午後２時雇用管理相談室
大阪ガスクッキングスクール京都午後２時料理教室２０日土
①JR京都駅 奈良線（８番線） ②JR笠置駅午前９時環境ハイキング２１日日
ルームＡ～Ｃ午後２時金融共済委員会

２４日水
アミス午後２時経営相談室
ルームＡ午後２時３０分ＩＣＴ検討委員会

２５日木
アミス午後２時出版編集会議
登録会館２階大ホール（中京区烏丸通御池上ル）午後２時医療事務担当者向け講習会２７日土
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緊急経済対策を閣議決定／医療・介護・福祉
に１.１兆円
　政府は１０月８日、２０１０年度補正予算案に盛り込む
「緊急総合経済対策」を閣議決定した。予算規模は５
兆１０００億円で、うち医療や介護、福祉などに１.１兆円
を計上する。社会保障関連の目玉は、地域医療再生
基金への約２０００億円の積み増し。野田佳彦財務相は
閣議後の会見で「速やかに給付の整理、予算書の作
成に当たり、国会提出に向けて準備を進める」と述
べた。
　地域医療再生基金は、約２０００億円を使って高度専
門医療などを担う拠点病院を整備する。厚生労働省
医政局によると、交付金を支給する個所数や額はま
だ決まっていないという。
　１０年度で終了する妊婦健診の公費助成は基金に約
１００億円を積み増しして１年間延長する。合わせてＨ
ＴＬＶ－１の抗体検査を健診項目に加える。予防接
種事業では子宮頸がんと、Ｈｉｂ（インフルエンザ
菌ｂ型）、肺炎球菌のワクチンを公費助成する。国と
都道府県の負担割合は２分の１ずつ。対象年齢は現
在、検討中で予算額はまだ確定していない。また、
高齢者医療制度の負担軽減措置を継続するために
２８００億円を計上する。
　このほか、１１年度予算で要求している事業を前倒
しして要求する。認知症高齢者グループホームのス
プリンクラー整備や特別養護老人ホームの個室、ユ
ニット化の改修工事などで約３００億円を計上する。
　２４時間地域巡回型訪問サービスを整備するための
モデル事業は１１年度予算で１００カ所を要求していた。
補正予算で３０カ所を前倒しして実施するため約３億
円を計上する。
　また、１１年度予算でたんの吸引などの医療的ケア
に関する介護職員の研修を要求しているが、補正予
算ではたんの吸引機の購入費用として約６億円を計
上する。うつ病の医療提供体制の強化などで約７億

円を計上する。
　地域医療再生基金はもともと自公政権が０９年度補
正予算で３１００億円を計上していたものを、政権交代
後に民主党中心の連立政権が７５０億円削減した経緯
があり、今回の補正予算で方針転換することになる。
当時の厚労政務三役は「地域を限定して補助する方
法では医師不足などの解決にはつながらない」とし
て基金に否定的だった。
　自民党と公明党が９月、政府に提出した補正予算
要望では、両党とも地域医療再生交付金の拡充を求
めていた。補正予算案の策定に携わった民主党議員
の１人は１０月６日、「９５％以上、自民党、公明党の要
望が入っている」と述べ、野党に配慮する「ねじれ
国会」特有の補正予算案になったと解説した。
（１０/８・１２MEDIFAXより） 

３ワクチンの定期接種化で意見書／厚労省・
予防接種部会
　厚生科学審議会・感染症分科会予防接種部会（部
会長＝加藤達夫・国立成育医療研究センター総長）
は１０月６日、細川律夫厚生労働相に対して、ヘモフ
ィルスインフルエンザ菌ｂ型（Ｈｉｂ）、小児用肺炎
球菌、ＨＰＶの各ワクチンについて、予防接種法で
の定期接種に位置付けるよう求める意見書を１０月６
日付でまとめた。
　部会では、予防接種法の改正をにらみながら、公
的予防接種の対象となる疾患やワクチンの在り方に
ついて検討しており、前回の会合で、部会として予
算編成に向けた意見を提出する方向を固めていた。
ワクチン評価小委員会で現時点での各種ワクチンに
関する科学的評価を進め、３ワクチンについては世
界保健機関（ＷＨＯ）が全地域に接種を勧告してい
ることや、他の先進国で実施されながら国内では未
実施となっていることから、定期接種化に向けて早
急に検討を進めるよう意見をまとめた。
　加藤部会長は、菅首相が２０１０年度補正予算編成の
中で、国民生活の安定・安心に向けた経済対策を優
先する考えを示していることから、「国民や市町村か
ら多くの要望があるＨｉｂ、小児用肺炎球菌のワク
チンについて、ＨＰＶワクチンと同様に公的接種化
への道筋につながる取り組みが重要」と説明。水痘
やおたふくかぜ、Ｂ型肝炎などの疾病・ワクチンに
ついても検討を進める必要があると強調した。
　外山千也健康局長はこれに対し、緊縮財政の中で
大きく展開するには、政府の経済対策の流れを見据
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えた対応が重要だと述べるとともに「意見書の中身
が経済対策とイコールではないが、部会から背中を
押してもらわないと戦えない状況」として、重く受
け止めて真摯に対応すると表明した。意見書は事務
局を通じて細川厚労相に提出する。
　会合では、部会で検討対象となる疾病・ワクチン
について引き続き議論した。現行の努力義務の有無
で区分されている１類疾病・２類疾病の類型につい
ては、どちらかに一本化すべきとの意見に加え、「現
行のまま残す」「個人の価値観を考慮すべき」などと、
依然意見が分かれており、再度、検討することにな
った。
　予防接種事業での国・地方自治体の役割分担や、
健康被害への対応についての議論では、ワクチン行
政の基盤となる副反応などのデータが不足している
との指摘があり、サーベイランス体制の整備を求め
る意見が出た。
●日本脳炎、１６年度から２期接種も積極的勧奨を
　また、部会では「日本脳炎に関する小委員会」で
まとまった第３次中間報告を了承した。日本脳炎に
ついては１０年度から３歳の１期接種を積極的勧奨と
して再開したが、中間報告では、１１年度以降は４歳
児への１期追加接種の積極的勧奨を実施することに
加え、９歳で実施する２期接種についても、１６年度
に９歳になる児童から順次、通常の時期に積極的勧
奨とすることなどを盛り込んだ。
（１０/７MEDIFAXより）

第１７６回臨時国会が開会／会期は１２月３日まで
　第１７６回臨時国会は１０月１日開会し、会期を１２月３
日までの６４日間と決めた。菅直人首相の所信表明演
説に対する衆参両院での各党の代表質問は１０月６－
８日に行う。本会議で衆院厚生労働委員長には牧義
夫氏、参院厚生労働委員長には津田弥太郎氏が就く
ことが決まった。（１０/４MEDIFAXより）

医療関連の機器・技術開発、前倒しへ／補正
予算
　今国会に提出を目指す２０１０年度補正予算案で、政
府は、医療機器や関連技術の研究開発を前倒しで実
施する方針だ。補正予算案には、医療機関と中小企
業の連携による課題解決型医療機器や、がんの超早
期診断・治療機器などの開発促進策などが盛り込ま
れる見通しだ。
　課題解決型医療機器の開発促進では、医療機関の
ニーズを抽出し、高い技術力を持つ中小企業に伝達。
医療現場が抱える課題の解決を目指す。
　補正予算ではこのほか、関連技術の研究開発も加
速させる。がんの超早期診断・治療技術や、幹細胞
の評価技術・機器の研究開発が盛り込まれる見通し。
全国どこからでも自分の診療情報を電子的に管理・
活用する「どこでもＭＹ病院」の具体化に向けた事
業を盛り込む案も浮上している。
　政府・民主党は、「新成長戦略」の推進を補正予算
の柱の１つに位置付けており、１１年度予算概算要求
の「特別枠」で要求された関連事業を、前倒しで実
施する。（１０/８MEDIFAXより）

政府税調、取りまとめの議論開始
　政府税制調査会（会長＝野田佳彦財務相）は１０月
６日、首相官邸で総会を開き、２０１１年度税制改正の
取りまとめに向けた議論を始めた。総会では、１０年
度から持ち越された検討課題として、医療機関の社
会保険診療報酬にかかる事業税の非課税措置の見直
しも挙がった。政府税調は今後、各税目の議論につ
いて各省庁や党側の要望を踏まえた上で、１２月中旬
の取りまとめを目指す。
　事業税の非課税の見直しと医療法人に対する軽減
税率適用の撤廃は１０年度税制改正で総務省が求めて
いたが、厚生労働省が反対し、いずれも存続となっ
た。ただ、１０年度税制改正大綱でこの２つは「一年
間真摯に議論し結論を得る」として１１年度の検討課
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【９月】◆名護市議選、普天間移設反対の市長派が勝利（１２日）◆トルコ、国民投票で憲法改正承認、軍の権限制限（１３日）◆スーパーマ
リオ誕生から２５年（１３日）◆民主党代表選・菅氏が再選（１４日）◆東京地裁・押尾被告に懲役２年６カ月（１７日）◆米の景気交代終了を宣
言（２０日）◆最高検・証拠改ざん疑いで特捜検事を逮捕（２１日）◆那覇地検・尖閣諸島沖の中国漁船衝突事件で、中国人船長を釈放（２５
日）◆北朝鮮・金正日総書記の三男正恩氏を後継者に（２８日）◆消費者金融大手の武富士が更生法申請（２８日）◆東京地検特捜部・収支
報告書虚偽記入事件をめぐって小沢氏を再び不起訴（３０日）
【１０月】◆東京第５検察審査会・小沢氏を強制起訴へ（４日）◆ノーベル化学賞に鈴木章・北海道大学名誉教授、根岸英一・米パデュー大
特別教授２人が受賞（６日）◆ノーベル平和賞に、中国の民主活動家・劉暁波氏が受賞（８日）

（２０１０年９月１２日～１０月９日） 



題となった。１１月以降の政府税調で議論になるのは
必至で、両省の折衝に注目が集まる。
　また、中長期の課題には、毎年１兆円ずつ増える
社会保障費をめぐって、国債に頼らずに財源を確保
するための税制の抜本改革がある。
　民主党はすでに消費税を含む社会保障財源を議論
する「税と社会保障の抜本改革調査会」（会長＝藤井
裕久前財務相）を設置している。今後、政府と党の
両方が消費税の問題を扱うことになる。
（１０/７MEDIFAXより）

再仕分け、対象選定の方針決定／行政刷新会議
　政府の行政刷新会議（議長＝菅直人首相）は９月
３０日、過去の「事業仕分け」や各省庁が自ら事業の
無駄を洗い出す「行政事業レビュー」の評価が反映
されているかどうかを検証する事業仕分け第３弾の
「再仕分け」について、対象事業の選定の基本方針を
決めた。
　再仕分けの対象とする事業の選定では▽「廃止」
と判定された事業が、名称が異なる新規事業や別の
事業の一部となっているケース▽管理経費を削るべ
きとの指摘に対し、事業費を削って帳尻を合わせて
いるケース─などの視点に着目。指摘を受けた事業
の類似事業を含めた横断的な見直しが不十分な場合
も、対象事業として検討する。具体的な対象事業は、
１１月上旬をめどに開かれる行政刷新会議で決める。
●仕分け人に長妻氏／厚労省は担当せず
　会議では、事業仕分け第３弾の「仕分け人」とな
る国会議員２８人を決めた。長妻昭前厚生労働相や枝
野幸男民主党幹事長代理らが名を連ねたが、前大臣
が所管省庁の仕分けを担当するのは適切ではないと
の判断から、「長妻氏には厚労省以外の省庁を担当し
てもらう」（蓮舫行政刷新担当相）という。
（１０/１MEDIFAXより）

医療観光の推進などを検討／政府の国内投資
促進円卓会議
　国内投資の促進策を検討する政府の「国内投資促
進円卓会議」の初会合が９月２８日、首相官邸で開か
れ、政府側は今後検討すべき課題として国際医療交
流（医療観光）の推進などを提示した。１０－１１月を
めどに検討結果を「日本国内投資促進プログラム」
として取りまとめ、政府の新成長戦略実現会議に提
言。年末の２０１１年度予算編成や税制改正に反映させ
る。

　円卓会議は、政府や経済界、労働界の代表者らで
構成。政府側からは、菅直人首相や仙谷由人官房長
官、大畠章宏経済産業相のほか、厚生労働省の藤村
修副大臣らも出席。医療関係者では、医療法人鉄蕉
会の亀田隆明理事長と日本製薬工業協会の長谷川閑
史会長が委員として参加した。
　政府側が提示した検討課題では「地域経済を活性
化するため、アジアの活力も取り込んだ新たな内需
型産業の投資を促進すべき」とし、医療観光の推進
などを例示した。
　日本国内投資促進プログラムの策定は、菅首相が
８月末、経産省に指示。国内投資を促進するため、
官民一体となって今後半年から１年の間に取り組む
べき対応策を盛り込む。（９/２９MEDIFAXより）

医療観光の促進で政府本腰／関係省庁が予算
要求
　政府は２０１１年度から、「新成長戦略」に盛り込まれ
た医療観光の推進に向け、本格的な体制整備に乗り
出す。外国人患者と受け入れ医療機関の間のコーデ
ィネート機能の強化や、受け入れ医療機関のネット
ワーク化、認証制度の整備に向けた取り組みを始め
る。関係省庁が１１年度予算の概算要求に関連予算を
盛り込んだ。
●コーディネーター評価基準策定へ／観光庁
　外国人患者と受け入れ医療機関の間で橋渡し役を
担うコーディネーターの機能強化に向けて動くのは
観光庁。訪日外国人旅行者の受け入れ環境の整備と
合わせ、２億５１００万円を要求した。
　外国人患者と医療機関の間に立ってコーディネー
ト機能を担う旅行業者は、海外でのプロモーション
や現地旅行代理店と提携したツアー販売を行ってい
る。だが「効果的な呼び込み方が分からない」との
課題が指摘され、医療機関側からも「信頼できるコ
ーディネーターと提携したい」との声が上がってい
る。同庁は、コーディネーターの評価基準の策定に
向け、１１年度中に制度を固める方針。評価によって
質の向上を図ると同時に、得意分野を明確にするこ
とで、医療機関との連携も促進させる考えだ。
●医療機関をネットワーク化、認証制度を整備
　経済産業省は、外国人受け入れの環境整備を含む
「医療サービス国際化推進事業」に１０億円を新規に要
求した。サービス内容や外国人患者の情報を共有す
ることで、多様なニーズに応えることを目指し、受
け入れに意欲的な医療機関のネットワークを整備。
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受け入れを斡旋したり調整したりする支援組織も設
置する。
　厚生労働省は、受け入れ医療機関の質の確保を図
るため、施設内での外国語の案内表示など、外国人
患者を受け入れる態勢を整えた医療機関を認証する
制度の整備に向けた取り組みを始める。必要経費と
して３９００万円を要求している。
　日本政策投資銀行の試算によると、２０年時点で年
間約４３万人の国内潜在需要があるとみられ、市場規
模は約５５００億円、経済波及効果は約２８００億円に上る。
政府は新成長戦略で、１２年度に外国人患者の本格受
け入れを開始するとしており、２０年にはアジアトッ
プ水準の評価・地位を獲得することを目標に掲げて
いる。（９/１４MEDIFAXより）

「どこでもＭＹ病院」実現へ作業班／政府・
ＩＴ戦略本部
　政府の高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本
部（ＩＴ戦略本部）は、新成長戦略に盛り込まれた「ど
こでもＭＹ病院」構想などの実現に向けて「医療情
報化に関するタスクフォース」（主査＝小倉真治・岐
阜大大学院教授）を設置した。具体事例のヒアリン
グや省庁での検討状況などについて聞き取りを行
い、２０１１年２月には方向性を取りまとめる予定だ。
●新成長戦略の具体化検討／識者７人で構成
　ＩＴ戦略本部は１０年５月に決定した新たな情報通
信技術戦略で、「地域の絆の再生」として、過去の診
療情報に基づいた医療を全国で受けられる「どこで
もＭＹ病院」構想などの医療の情報化策を明記した。
これらは６月に閣議決定された新成長戦略にも盛り
込まれた。タスクフォースは学識経験者ら７人で構
成し、新成長戦略に盛り込まれた医療情報化策につ
いて調査・検討を行う。検討結果は、各省庁の副大
臣級で組織する企画委員会に報告する。
（９/１４MEDIFAXより）

社会保障財源、消費税含め議論／菅首相が所
信表明
　第１７６回臨時国会は１０月１日開会し、菅直人首相は
衆参両本会議で所信表明演説を行った。「社会保障に
必要な財源をどう確保するか。消費税を含め税制全
体の議論を進めたい」と述べ、消費増税に関する超
党派での議論を呼び掛けた。また、「結論を得て実施
する際は国民に信を問う」と述べ、消費増税を行う
際は解散総選挙で国民の判断を仰ぐとした。

　所信表明演説で菅首相は、解決すべき重要政策課
題として「経済成長」「財政健全化」「社会保障改革」
など５つの課題を挙げ、自身の考えを述べた。
　あるべき社会保障の姿について、菅首相は「多少
の負担をお願いしても安心できる社会を実現するこ
とが望ましい」と述べ、社会保障の充実に負担は避
けられないとした。その上で「必要とされるサービ
スの水準・内容を含め、国民に分かりやすい選択肢
を提示する」と述べ、政府・与党で社会保障改革の
全体像を検討する場を設けるとした。
　また、「与野党を超えた議論が不可欠。野党とも意
見交換をしていきたい」と述べ、消費税を含む税制
改革や社会保障改革について超党派での議論を呼び
掛けた。
　デフレ脱却を目指す経済成長については「供給側
がいくらコスト削減に努めても値下げ競争になるば
かりで、ますますデフレが進む」と述べ、政府が先
頭に立って雇用創出を図るとした。その上で「医療・
介護・子育てサービス、環境分野、需要のある仕事
はまだまだある」と述べ、医療・福祉分野などで雇
用を増やしデフレ脱却を目指すとした。
　財政健全化については「財源の制約などで（マニ
フェストの）実現が困難な場合は国民に率直に説明
し、支給の方法や対象を含め国民が納得できる施策
に仕上げていく」と述べ、財源に配慮しマニフェス
トの修正に柔軟に取り組むとした。
（１０/４MEDIFAXより）

社会保障の将来像「政府全体で」／細川厚労相
　細川律夫厚生労働相は１０月１日、専門各紙との会
見に応じ「社会保障は保険料、公費、自己負担の３
者のバランスが最も重要。社会保障の将来像を描き、
これだけのサービスにこれだけの財源が必要だか
ら、国民にこれだけの負担をお願いするという、税
制改革と一体となった議論が必要」と述べた。長妻
昭前厚労相が打ち出した「少子高齢社会の日本モデ
ル」の具体化については「社会保障は他省庁にもか
かわりがある。首相官邸を中心に、厚労省が描く日
本モデルを政府全体でオーソライズする必要があ
る」とした。
●同時改定「機能分化・連携を促進」
　２０１２年度に控える診療報酬・介護報酬同時改定に
ついては「住民が地域の中で必要な医療・介護サー
ビスを受けられる社会を目指さなければならない。
そのためには、医療と介護の担当区分を明確にした
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上で連携し、従事者が総合的に協力し合う体制づく
りが不可欠だ」と述べ、機能分化と連携を重視する
考えを示した。
　１１年度末の廃止を撤回する方針が示された介護療
養病床については「介護老人保健施設への転換が、
思ったように進まなかった。そもそも老健施設への
転換方針に無理があったのではないかということも
含めて検討したい」とした。
●「地域医療支援センター」で偏在是正
　医師不足・偏在の問題については「実態調査の結
果でも医師不足がはっきりした。早急に対応しなけ
ればならない」とし、偏在については「１１年度予算
の概算要求に盛り込んだ『地域医療支援センター』
で調整し是正を図りたい」と述べた。
　後期高齢者医療制度廃止後の新制度確立に向けた
議論が佳境を迎えていることについては「年齢によ
る差別をなくし、高齢者でも国保か被用者保険に入
ることが原則」とした上で、運営主体を都道府県に
置く必要性にも言及。全国知事会が慎重な姿勢を示
していることについても「納得していただけるよう
に誠意を持って最大限努力をしたい」とした。
　細川厚労相は、１９９０年の衆院選で初当選を果たし、
衆院厚生労働委員などを務めた。０９年９月の鳩山由
紀夫政権の発足に伴い厚労副大臣に起用され、１０年
６月の鳩山前首相の辞任後に発足した菅内閣でも再
任された。副大臣時代には主に労働分野を担当して
いた。東武鉄道や東京メトロの労働組合が支援する
私鉄総連の準組織内候補で、運輸政策を中心に取り
組んできた。弁護士出身だったことから、０６年に党
内に労働契約の議論の場をつくり、厚生労働委員会
に所属して労働者派遣の問題などに取り組んでき
た。医療や介護の政策づくりの実績はない。
　菅改造内閣ではこのほか、財務大臣に野田佳彦氏
が留任したほか、文部科学相に高木義明氏、経済産
業相に大畠章宏氏が新たに起用された。
（９/２１・１０/４MEDIFAXより）

副大臣に藤村氏、政務官に岡本氏／厚労省、
医療担当の三役
　政府は９月２１日の閣議で、内閣改造に伴う副大臣・
政務官人事を決定した。厚生労働副大臣には、藤村
修衆院議員、小宮山洋子衆院議員が就任。厚労政務
官には、岡本充功衆院議員と小林正夫参院議員が就
いた。医療・介護は藤村副大臣と岡本政務官が担当
する。

　藤村氏は厚労行政とは縁のない文教関係議員。議
員になるきっかけも、交通事故などで遺児となった
子どもに進学の道を開く奨学金活動を学生時代に始
めたのがきっかけだった。２００９年の政権交代直前に
党内の次の内閣で厚労相を務め、厚労行政のマニフ
ェスト作りに参加した。大阪府吹田市を地元に当選
６回。
　一方、政務官の岡本氏は、名古屋大医学部出身で、
国会議員を務める傍ら内科医として週１回、地元愛
知県の市民病院で診療してきた。
　役割分担は、藤村副大臣と岡本政務官が医政、健
康、医薬食品、社会・援護、老健、保険、年金の各
局を所掌。小宮山副大臣と小林政務官は労働基準、
職業安定、職業能力開発、雇用均等・児童家庭、政
策統括官（労政担当部分）、中央労働委員会を受け持
つ。
　官房と、労政担当部分を除く政策統括官は細川厚
労相の直轄とするが、案件によっては、大臣の指示
により副大臣と政務官が分担する。
（９/２２・２４MEDIFAXより）

「役所文化」改革に手応え／退任の長妻前厚労相
　第２次菅内閣の発足で退任となった長妻昭前厚生
労働相は、辞表を提出した９月１７日午前の閣議後に
会見し、就任から１年を振り返った。中医協委員の
交代や、１０年ぶりの診療報酬総額プラス改定を実現
したことなどに触れ、「政治がつくったルールで運営
することが続いていると思う」と述べた。
　就任当初から取り組んだ「役所文化」の改革につ
いては「以前よりかなり変わってきている。情報が
政務三役に上がるようになってきた」と成果を強調。
「天下りの問題や無駄遣いを自ら削る取り組みには
抵抗が大きいが、こうした取り組みが将来の社会保
障充実の上で絶対に重要だということは浸透してき
ている」と述べた。
　一方、自ら掲げた「少子高齢社会の日本モデル」
の議論が進まなかったことについて「参院選が近く
消費税議論と結び付く懸念があった」と述べ、「ねじ
れ国会の現状もあるので野党も引き込んで、社会保
障の将来像と（必要な財源となる）消費税のレベル
を示すことが大事になる」とした。
　長妻前厚労相は、政権交代に伴い２００９年９月に発
足した鳩山由紀夫内閣で厚労相に就任。直後に任期
満了となった中医協委員の日本医師会役員３人を再
任せず、当時、山形大医学部長だった嘉山孝正氏（現・
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国立がん研究センター理事長）らを起用する人事を
敢行。１０年度診療報酬改定では、マイナス改定を主
張する財務省側との折衝に臨み、００年度改定以来１０
年ぶりとなる総額０.１９％のプラス改定を実現した。
さらに民主党が０９年夏の衆院選で掲げた後期高齢者
医療制度廃止に向けた検討を進めたほか、「徹底的な
無駄の排除」を掲げ、他省庁に先駆けて省内事業仕
分けにも取り組んだ。（９/２１MEDIFAXより）

民主、「税と社会保障調査会」新設／年内に基
本方針
　民主党政策調査会（玄葉光一郎会長）は９月２９日、
役員会を開き、消費税を含む社会保障財源を議論す
る「税と社会保障の抜本改革調査会」（会長＝藤井裕
久前財務相）を設置することを決めた。また、改造
内閣後の新たな役員を決め、厚生労働部門会議の座
長に石毛鍈子衆院議員を起用した。
　民主党は直近の２０１１年度税制改正を「党税制改正
プロジェクトチーム」で、中長期的な税制改正を
「税と社会保障の抜本改革調査会」でそれぞれ議論す
る。
　玄葉政調会長は役員会後の会見で「あるべき社会
保障像を描きながら、それに沿う形で税の抜本改革
について議論していただく」と述べ、同調査会で社
会保障の負担と給付を同時に議論するとした。また、
「あまり詳細まで固めると、他党に対する対応ができ
ない。基本的な考え方を年内にまとめて、他党に呼
び掛けるのがあるべき姿」と述べ、一定の方向性を
出した上で、超党派での議論を呼び掛ける考えを示
した。
　調査会の会長代理には小沢鋭仁前環境相、事務局
長には大串博志前財務政務官が就いた。また、「新し
い公共調査会」も新設し、会長に鳩山由紀夫前首相
が就任した。
　民主党政策調査会の主な役員は次の通り。
　▽政調会長代理＝城島光力衆院議員、一川保夫参
院議員▽政調筆頭副会長＝山口壮衆院議員▽政調副
会長（厚労担当）＝石毛鍈子衆院議員
（９/３０MEDIFAXより）

民主税制ＰＴ、座長に中野氏
　民主党の税制改正プロジェクトチーム（ＰＴ）は
９月２８日、会合を開き、ＰＴ座長に中野寛成衆院議
員が就任した。座長だった五十嵐文彦衆院議員が菅
改造内閣で財務副大臣に就いたための対応。事務局

長だった尾立源幸参院議員も財務政務官に就いたた
め、新たな事務局長に古本伸一郎前財務政務官が就
任した。
　ＰＴでは、租税特別措置の見直しに関する要望を
１１月初旬に、所得税など主要な税制改正要望を１１月
末にそれぞれ党政調役員会などを通じて政府税制調
査会に提出することを確認した。
（９/２９MEDIFAXより）

精神疾患対策、「基本法」視野に／民主ＰＴが
初会合
　民主党政策調査会の精神保健医療改革プロジェク
トチーム（ＰＴ、座長＝石毛鍈子・党厚生労働部門
会議座長）は１０月５日、国会内で初会合を開き、精
神疾患対策の基本法制定を視野に入れ、精神保健医
療改革に向けた議論を開始した。
　精神保健医療改革をめぐっては、専門家らで構成
する民間団体「こころの健康政策構想会議」が２０１０
年５月、精神疾患対策基本法の制定を求める提言書
を長妻昭厚生労働相（当時）に提出。同会議の後継
組織である「こころの健康政策構想実現会議」が、
１００万人を目標とした署名活動を始めている。
　ＰＴの直近の課題は、施行から５年が経過した医
療観察法（０５年７月施行）への対応。同法は施行５
年後に施行状況を国会に報告することを定めてお
り、必要があれば見直しを行うこととしている。国
会報告の時期は定まっていないが、ＰＴでは同法の
施行状況や見直しについての党としての見解をまと
める方針だ。（１０/６MEDIFAXより）

医療費議連、新会長に中野衆院議員
　民主党の「適切な医療費を考える議員連盟」は１０
月７日、７月の参院選後初めてとなる総会を参院議
員会館で開いた。２００９年１１月の議連発足から会長を
務めてきた櫻井充参院議員が顧問に就任し、新会長
には中野寛成衆院議員が就いた。
　民主党内では、政務三役が議連に入ることは認め
るが、議連役員に就くのは原則的に認めない方針が
示されているという。このため、財務副大臣に就任
した櫻井氏は議連会長を退いた。
（１０/８MEDIFAXより）

与党筆頭理事は中根氏、次席理事は石毛氏／
衆院厚労委
　民主党は９月２９日、衆院委員会の人事を内定した。
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厚生労働委員会の与党筆頭理事に中根康浩氏、次席
理事に石毛鍈子氏を充てる。厚生労働委員長には牧
義夫氏が就く。常任委員長は１０月１日開会の衆院本
会議で選出され、委員会理事は各委員会で互選され
る。
　厚生労働委員会ではこのほか青木愛氏、藤田一枝
氏、柚木道義氏も理事に就く。また、委員に内定し
たのは小宮山洋子氏、藤村修氏、岡本充功氏、細野
豪志氏、郡和子氏、樋口俊一氏、山崎摩耶氏、水野
智彦氏、山口和之氏、黒田雄氏、江端貴子氏、石森
久嗣氏、長尾敬氏、三宅雪子氏、仁木博文氏、初鹿
明博氏、宮崎岳志氏、斉藤進氏、大西健介氏、平山
泰朗氏、吉田統彦氏、田中美絵子氏、福田衣里子氏。
　また、予算委員長に中井洽前国家公安委員長が内
定した。（９/３０MEDIFAXより）

長浜氏が与党筆頭理事、足立氏は次席理事／
参院厚労委
　民主党は９月２８日、参院委員会の人事を内定した。
厚生労働委員会の与党筆頭理事に長浜博行前厚労副
大臣、次席理事に足立信也前厚労政務官を充てる。
厚生労働委員長には津田弥太郎氏が就く。常任委員
長は１０月１日の参院本会議で選出され、委員会理事
は各委員会で互選される。
　内定した厚生労働委員は谷博之氏、辻泰弘氏、森
ゆうこ氏、小林正夫氏、川合孝典氏、大久保潔重氏、
梅村聡氏、西村正美氏。また、予算委員長には前田
武志氏を内定した。（９/２９MEDIFAXより）

野党筆頭理事に自民・藤井氏／参院厚労委
　自民党は９月３０日、参院厚生労働委員会の野党筆
頭理事に７月の参院選で国政に復帰した藤井基之氏
を内定した。理事には石井準一氏を充てる。
　このほか、参院厚労委員に内定したのは次の各氏
（敬称略）。
　▽赤石清美▽石井みどり▽衛藤晟一▽大家敏志▽
髙階恵美子▽中村博彦▽三原じゅんこ
●衆院厚労委・筆頭理事は田村氏
　また、衆院厚労委の野党筆頭理事には、党シャド
ーキャビネット（ＳＣ、影の内閣）でＳＣ厚労相を
務める田村憲久氏が、理事には前党厚労部会長の加
藤勝信氏が就任する。（１０/１MEDIFAXより）

自民、ＳＣ厚労相に田村氏／「現政権に警笛
ならす」
　自民党は９月２２日、政府の内閣に対抗する「シャ
ドーキャビネット（ＳＣ、影の内閣）」を立ち上げ、
ＳＣ初閣議を開いた。ＳＣ厚生労働大臣には田村憲
久衆院議員が就任。田村氏はＳＣ閣議後、メディフ
ァクスの取材に対し、現政権が打ち出す政策の問題
点を国会での委員会質疑などで徹底的に追及する構
えを示した。
　ＳＣ厚労副大臣には、丸川珠代参院議員と福岡資
麿参院議員が就いた。（９/２４MEDIFAXより）

自民が「国家戦略本部」設置／社会保障・財
政など５分科会
　自民党は１０月１日、中長期の国家ビジョンを議論
する「国家戦略本部」（本部長＝谷垣禎一総裁）を発
足させた。本部の下には「成長戦略」「社会保障・財
政・雇用」など５つの分科会を設置。２０１０年度末ま
でに中長期的な視点に立った政策の柱を、中間報告
としてまとめる。
　「社会保障・財政・雇用」を議論する第２分科会の
座長には、野田毅・党税制調査会長が就いた。
　「成長戦略」をテーマとする第１分科会の座長に
は、額賀福志郎元財務相が就任した。
（１０/５MEDIFAXより）

基本診療料のコスト分析、可能性模索／中医
協総会
　中医協（会長＝遠藤久夫・学習院大教授）は９月
２９日の総会で、２０１２年度診療報酬改定に向けて優先
的に議論すべきとした「基本診療料」の議論を本格
的に始めた。診療側は①基本診療料で評価されてい
る各種コストを整理・明確化する②医療機関のコス
ト調査分科会の調査結果を再集計し、基本診療料に
含まれるコストの具体的な金額の内訳を明確化する
─などを求めた。支払い側は激しく反発し、どのよ
うなコスト分析が可能かコスト調査分科会の意見を
求めることになった。
　診療側はこの日、コスト分析に関する７人連名の
文書を提出し、西澤寛俊委員（全日本病院協会長）
が読み上げた。コスト調査分科会で実施している部
門別収支調査とは別に、医療提供に関する標準的な
各種の必要コストの調査を行い、それらを積み上げ
ることで、コストを適正に反映した診療報酬体系の
構築を目指すことが必要と主張した。これに対し、
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白川修二委員（健保連専務理事）は「コストをすべ
て診療報酬項目に当てはめて調べることはどうして
も理解できない。診療報酬の考え方を根底からひっ
くり返すことではないか」と反発。事務局の厚生労
働省保険局医療課も、コストの整理・明確化は「困
難」との見解を示した。
　これを受け西澤委員は「コスト分析の可否をコス
ト調査分科会に投げてほしい」と主張。白川委員も
同意した。さらに診療側が文書の中で主張した「諸
外国の診療報酬での各種コストの評価方法の調査」
については、医療課が努力する意向を示した。
●簡素化は一致
　一方、支払い側が主張した診療報酬体系の簡素化
の議論は進めることで一致した。白川委員は「加算
が多すぎて、入院したときの支払い額が違うことが
われわれの一番分からないところ。患者が分かりや
すい診療報酬体系の構築を優先すべきでは」と主張。
診療側も同意し、診療報酬体系の簡素化に関する議
論を進めることにした。
　この日の総会ではこのほか、医療課が初・再診料、
外来診療料、入院基本料などに関する評価の変遷や、
それぞれに算定できる各種の加算、入院・外来別の
医療費動向についてまとめた資料を提示した。診療
側は、外来医療費の各診療報酬項目を「技術の評価」
「モノの評価」「混在」などに大別したデータや、外
来医療費に占める再診料の過去からの変遷を示す資
料を提示するよう求めた。支払い側からは、入院料
への加算の算定回数に関するデータを示すよう求め
る意見があった。（９/３０MEDIFAXより）

地域格差・病期別など意見百出／チーム医療
ＷＧが初会合
　厚生労働省のチーム医療の推進に関する検討会が
３月にまとめた報告書「チーム医療の推進について」
の提言に基づき、チーム医療の具体的方策について
検討するワーキンググループの初会合が１０月４日に
開かれた。会合では、多職種からなる２６人のすべて
の委員（オブザーバー５人含む）がチーム医療推進
に向けてさまざまな意見を述べ合った。
　「チーム医療推進方策検討ワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）」は、報告書で示されたチーム医療の方向性を具
体的に進める目的で設置され、最終的には「チーム
医療ガイドライン（ＧＬ、仮称）」の取りまとめを目
指す。ＷＧでは今後、チーム医療の取り組みの指針
となるＧＬの策定に加え、ＧＬを活用したチーム医

療の普及・推進の方策や、各医療スタッフの業務範
囲・役割の見直しなどを検討する。
　ＷＧでは、１１月までに各医療職から数回のヒアリ
ングを実施するとともに、ガイドラインの骨子につ
いて議論する。年内には親会議であるチーム医療推
進会議に検討状況を報告し、年度内にＧＬを取りま
とめる。（１０/５MEDIFAXより）

看護師の医行為、病床規模で差異なし／看護
業務検討ＷＧ
　チーム医療推進のための看護業務検討ワーキング
グループ（ＷＧ）は１０月６日、「看護師が行う医行為
の範囲に関する研究班」（主任研究者＝前原正明・防
衛医科大教授）から、看護業務実態調査の追加報告
を受けた。看護師が行っている処置項目の傾向は、
病床規模によって大きな差はなかった。
　調査は、病院や診療所など全国９８４施設の医師や看
護師ら約４万人を対象に実施。２０３項目の医行為のう
ち看護師が何を実施しているかなどを調べ、全体の
１６.９％となる８１０４人が回答した。前回のＷＧでは、
病床規模別の回答を示さなかったため「マンパワー
の大小が看護師による医行為にどんな差を生むのか
が不透明」との指摘が上がっていた。
　今回の報告によると、「２０－１９９床」「２００－４９９床」
「５００床以上」の３分類の病床規模のいずれについて
も、看護師が行う医行為として「導尿・留置カテー
テルの挿入の実施」「低血糖時のブドウ糖投与」「末
梢血管静脈ルートの確保と輸液剤の投与」などが高
い割合で挙がった。
　看護師が実施している医行為の状況を聞いたとこ
ろ「系統だった院内教育や実習などを経た上で行っ
ている」が６９.７％、「何となく行われている」が３０.３％
だった。問題が発生した場合の責任は、５７.４％が「明
確になっている」と答え、責任の所在は「医師と看
護師の共同責任」が４８.０％で最も多く、「医師の責任」
が３４.８％で続いた。
　一方、看護師が医行為を行わない理由（８０７５人が
回答）では、複数回答で「技術や知識が不足してい
る」「法律の問題」がそれぞれ約８０％だった。
（１０/７MEDIFAXより）

レセプトＤＢ本格活用へ／有識者会議が初会合
　厚生労働省は１０月５日、「レセプト情報等の提供に
関する有識者会議」（座長＝開原成允・国際医療福祉
大大学院長）の初会合を開き、レセプトの電子化に

京都保険医新聞

１１

情
勢
ト
ピ
ッ
ク
ス

第１３６号

２０１０年（平成２２年）10月２5日　毎月５日・ 20日・ 25日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２７65号



よって集積するレセプト情報・特定健診等情報のデ
ータベース（ＤＢ）の活用に向けた本格的な議論を
始めた。調査・研究などへのＤＢの活用を承認する
際の審査基準を２０１０年度末までに策定し、１１年度か
ら審査基準にのっとって個別の審査を実施し、デー
タ提供を開始する方針だ。
　現行のＤＢは、レセプトオンライン化の進展に伴
い、患者の個人情報などを匿名化した年間１５億件の
レセプトデータなどが集積されているが、高齢者医
療確保法では、国または都道府県が医療費適正化計
画を作成、実施、評価する場合に限ってデータ提供
を認めている。
　ただ、０８年２月に厚労省の「医療サービスの質の
向上等のためのレセプト情報等の活用に関する検討
会」がまとめた報告書は、医療サービスの質の向上
を目的とした調査・研究などへのＤＢの活用を可能
とすべきとしたほか、１０年６月に閣議決定した「新
たな情報通信技術戦略工程表」では、１０年度中に有
識者会議を立ち上げ、１１年度早期からのデータ提供
開始に向けたガイドラインの策定が盛り込まれた。
　これを踏まえ厚労省は、近く医療費適正化計画に
関するもの以外のデータ提供について告示する方
針。原則として厚生労働大臣が申請に基づいて有識
者会議から意見を聞いた上でデータ提供の可否を判
断することとし、有識者会議は▽利用目的▽必要性
▽緊急性▽過去の研究実績や人的体制▽利用場所・
保管場所・管理方法▽データ分析結果の公表の有無
─などを総合的に勘案して助言する仕組みとする。
有識者会議は１０年度末までに、大臣に助言する際の
具体的な審査基準を策定する。
（１０/６MEDIFAXより）

クーポン受診率、０９年は２０％程度／対策推進
協議会
　厚労省は２００９年度から、女性特有のがん検診推進
事業として、対象年齢の女性に子宮頸がん・乳がん
検診の無料クーポン配布事業を行っており、１０月６
日の厚生労働省の「がん対策推進協議会」（会長＝垣
添忠生・日本対がん協会長）で、０９年の同事業実施
状況を報告した。
　報告によると、子宮頸がんの無料クーポン券の配
布対象者（２０、２５、３０、３５、４０歳）は４０６万１８１人で、
クーポンの利用率は２１.７％。対象年齢が上がるごと
に利用率も高かった。乳がんについては、対象者（４０、
４５、５０、５５、６０歳）は４３５万７２２３人で、利用率は２４.１％。

４０歳と６０歳で利用率が高かった。
　垣添会長は「無料クーポンを配っているのに、２０％
程度なのはなぜなのか」と指摘。厚労省は「０９年度
は補正予算事業で、市町村の実施は９月以降が多か
った。自治体によっては４月から検診を行っている。
すでに検診を受けてしまった人もいるのでは」とし
た上で、「詳細は１０年の傾向も見ながら考えていく」
とした。（１０/７MEDIFAXより）

「選定委員会」の在り方検討／厚労省、指導・
監査検討チーム
　厚生労働省は９月３０日、「保険医療機関等に対する
指導・監査の検証及び再発防止に関する検討チーム」
（主査＝藤村修厚生労働副大臣）の初会合を開き、指
導・監査の現状について報告を受け、検討の進め方
などについて議論した。今後、指導の対象とする医
療機関を選定する「選定委員会」の在り方や基準な
どについても検討していく。
　検討チームは、コンタクトレンズ購入者の検査を
行う眼科診療所への指導・監査で便宜を図った見返
りに現金を受け取ったとして、厚生労働省の職員が
収賄の疑いで逮捕された事件を受けて設置した。藤
村副大臣のほか岡本充功厚労政務官、厚労省幹部ら
が出席した。保険局の鈴木康裕医療課長が指導・監
査の現状について説明し、今後の検討の進め方を確
認した。
●指導大綱、見直しの可能性も
　会合後に会見した二川一男総括審議官は、ほかの
部局や省庁での監査体制と比較しながら、指導・監
査体制の在り方について検討していくとした。議論
の結果によっては指導大綱・監査要綱の見直しにつ
ながる可能性もあるとした。（１０/１MEDIFAXより）

常設で包括的な検討組織を／厚科審・予防接
種部会
　予防接種法の抜本改正に向けて、厚生労働省の厚
生科学審議会・感染症分科会予防接種部会（部会長
＝加藤達夫・国立成育医療研究センター総長）は９
月１４日、予防接種の検討組織の在り方などについて
議論した。検討組織について委員からは「常設で包
括的な組織が必要」との意見が上がった。
　予防接種に関する検討組織の設置については、予
防接種部会が設置された当初から、議論の中で必要
性が指摘されていた。倉田毅委員（富山県衛生研究
所長）は「ＡＣＩＰ（米国のワクチン接種に関する
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諮問委員会）を目指すなら、意思決定できる組織に
すべき」と指摘。保坂シゲリ委員（日本医師会常任
理事）も「決まったことが国策に生かされることが
大事。厚労省全体が責任を持てるような会議が必要」
として、政策に反映されるような意思決定ができる
組織が必要とした。
　予防接種の検討組織として「常設的なものが必要」
との意見も上がった。宮崎千明委員（福岡市立西部
療育センター長）は「常設的で包括的なものがない
と世界についていけない。世界の感染予防の流れに
対応できるものが必要」と述べた。
（９/１５MEDIFAXより）

多剤耐性アシネトバクターを５類感染症へ／
厚科審・感染症部会
　帝京大医学部付属病院などで院内感染が発生した
多剤耐性アシネトバクターについて、厚生労働省の
厚生科学審議会・感染症分科会感染症部会は１０月１
日、動向を把握し情報提供する観点から「多剤耐性
アシネトバクター感染症」を感染症法の５類感染症
に指定し、定点把握の対象疾病とすることをおおむ
ね了承した。今後は必要な省令改正を経て、早けれ
ば年明けから医療機関に報告を求める。
　多剤耐性アシネトバクターは、複数の抗菌薬に対
する耐性遺伝子を持っており、ほとんどの抗菌薬に
耐性を示す。２０００年ごろから欧米で広がりはじめ、
関係者の間で警戒されていた。日本では０９年の調査
で、国内約６００の医療機関でアシネトバクター属菌が
分離された１万６９２９人のうち、３２人（０.１９％）から
多剤耐性アシネトバクターが見つかっている。
　また、獨協医科大病院で見つかったＮＤＭ－１産
生多剤耐性大腸菌は、特殊な検査が必要なことから、
全国から検体を収集して国立感染症研究所で検査を
行い、国内の実態把握を行う。
●チクングニア熱を４類に追加、検疫法にも
　蚊を媒介に感染するチクングニア熱は、媒介する
ヒトスジシマ蚊が日本で広く分布していることや、
輸入感染症例があることから、国内での流行が懸念
されている。部会で倉根一郎参考人（国立感染症研
究所副所長）がチクングニア熱の概要について説明
した上で、厚労省がチクングニア熱の４類感染症へ
の指定と検疫法への追加を提案。部会は了承した。
（１０/４MEDIFAXより）

２９３７万本「供給能力は確保」／インフルワク
チンで厚労省
　厚生労働省は９月１４日、インフルエンザワクチン
予防接種シーズンを前に「都道府県インフルエンザ
ワクチン担当者会議」を開き、参加した担当者らに
対してインフルエンザの現在の動向や接種事業につ
いて説明した。９月下旬から順次供給されるワクチ
ンは計２９３７万本。融通用ワクチンとして２０万本を備
蓄する予定で、厚労省は「十分な製造・供給能力は
確保されている」と説明した。
（９/１５MEDIFAXより）

新型フルワクチン接種事業始まる
　厚生労働省の新型インフルエンザワクチン接種事
業が１０月１日、始まった。新型インフルエンザワク
チン接種を「新臨時接種」として位置付ける予防接
種法改正案が成立していないことから、１０月以降「新
臨時接種」の開始まで国の事業として実施する。
　今回の接種事業では、ワクチン供給量が十分にあ
ることから優先接種対象者を定めずにすべての国民
を対象に実施。予診のみで接種を行えなかったケー
スについても医療機関で実費徴収できるとした。ま
た、予防接種者数の把握のため、医療機関に対して
は月ごとに接種者数の報告を求めている。
　厚生労働省は「受託医療機関における新型インフ
ルエンザワクチン接種実施要領」を改正し▽接種対
象者▽接種場所▽副反応等に関する報告▽そのほか
実施にかかわる留意点─などを定めた。
（１０/４MEDIFAXより）

社会保障の教育促進へＰＴ／厚労省
　社会保障制度に対する国民の理解や知識を深める
ことを目的に、厚生労働省は「社会保障に関する教
育推進プロジェクトチーム」（ＰＴ）を設置し、９月
１３日に初会合を開いた。学生の現場体験などを受け
入れる介護施設への支援策や、厚労省が２０１１年度概
算要求で関連予算を計上した社会保障制度の教育推
進に向けた新規事業の具体的な内容などを検討して
いく。
　厚労省は１１年度概算要求で、社会保障制度の教育
推進に向けた新規事業に７０００万円を計上。小学生、
中学生、高校生を対象とする社会保障制度に関する
モデル的な教育実施や、社会人向けのウェブサイト
立ち上げなどを想定している。１０年７月に厚労省「政
策コンテスト」で優秀作に選ばれた施策案が基とな
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っている。（９/１４MEDIFAXより）

支払基金、手数料８０円に引き下げへ／サービ
ス向上計画案
　厚生労働省の「審査支払機関の在り方に関する検
討会」（座長＝森田朗・東京大大学院教授）が９月３０
日開かれ、社会保険診療報酬支払基金が２０１１年度－
１５年度に進める「サービス向上計画案」を明らかに
した。ＩＴを最大限に活用するなどの効率化を図り、
レセプトの平均手数料を現在の９０.２４円から８０円に
引き下げることなどをうたっている。一方、保険者
代表の委員は、支払基金に対する不満が７割以上に
上るとする調査結果を示し「結果として支払基金は
多くの保険者から選ばれる審査支払機関にはなって
いない」と指摘した。
　支払基金のサービス向上計画案は、足利聖治委員
（支払基金専務理事）の代理で出席した田中謙一経営
企画部長が説明した。１５年度までにレセプト電子化
がおおむね完了することを踏まえ、ＩＴを最大限に
活用する仕組みに転換し、原審査のコンピューター
チェックで発見される査定点数の全査定点数に占め
る割合を、現状の４割程度から１５年度に７割程度に
引き上げる。診療報酬と調剤報酬の突合審査や、複
数月にわたるレセプトの縦覧審査も１１年度から実施
する。さらにブロック中核支部を中心に業務の集約
を図り、１５年度の職員定数は１０年度比１２.６％減の
４３１０人に削減する。１１月か１２月の理事会で正式に決
定するとした。
●保険者の７割以上が不満
　一方、高田清彦委員（中国電力健康保険組合常務
理事）は、健保連と全国健康保険協会が実施した
「支払基金に対する満足度等アンケート調査の結果
概要」を報告した。７割以上の保険者が支払基金の
業務に何らかの不満を持っており、「支部間格差があ
る」「事務費単価が高い」などが主な理由だったと説
明。「７割以上が不満であることを重く見るべき。抜
本見直しをして『見える化』をし、保険者が納得す
る必要があると考える」と訴えた。
（１０/１MEDIFAXより）

基準は「未収金６０万円超」／保険者徴収で通
知改正
　厚生労働省は９月１３日付で、患者一部負担金の未
払い額が６０万円超の場合を保険者徴収の対象とする
ことなどを盛り込んだ保険局長通知の改正を、都道

府県などに通知した。保険者徴収実施に至るまでの
入院患者に関する医療機関の未収金回収努力とし
て、自宅訪問による催促などを求めている。
　改正されたのは、保険局長名で１９５９年３月３０日付
で発出した「一部負担金の徴収猶予及び減免並びに
療養取扱機関の一部負担金の取扱いについて」。保険
者徴収の対象とするのは▽未収金額６０万円超▽被保
険者の世帯が保険料（税）の滞納処分を実施する状
態─のいずれかに該当する場合。入院患者の未収金
に関する医療機関の回収努力として▽療養終了後、
月１回以上電話などで支払いを催促▽療養終了後３
カ月以内、および６カ月後に内容証明郵便による督
促状を送付▽療養終了６カ月後に、少なくとも１回
の自宅訪問による催促を実施（患者宅が遠い場合は
近隣家族の訪問か、本人・家族との直接面会による
催促）─が「必要と考えられる」としている。
　併せて、入院患者の世帯の月収が生活保護基準以
下で、預貯金が１カ月の生活保護基準の３倍以下の
場合などは、一部負担金の減免対象とすることも明
記した。
　未収金の保険者徴収をめぐっては、厚労省の「医
療機関の未収金問題に関する検討会」が２００８年７月
にまとめた報告書で、実施基準の明確化が必要だと
指摘していた。これを受けて厚労省は、未収金に関
するモデル事業を実施するなど実施基準を検討して
いた。実施基準を「未収金６０万円超」としたことに
ついて、厚労省保険局国民健康保険課は「モデル事
業の結果のほか、これより少ない場合は少額訴訟の
対象となることなども考慮した」としている。
（９/１５MEDIFAXより）

医療機関の指導監査も対象に／厚労省・省内
仕分け
　厚生労働省は９月２１日、省内で開いた「省内事業
仕分け結果に関する意見交換会」で、今後の省内事
業仕分けの予定を公表した。９月２７日に行う事業仕
分けでは、骨髄移植推進財団と日本介護福祉士養成
施設協会を対象とする。今後の仕分け項目には保険
医療機関への指導監査などの事業を挙げた。
　今後の省内事業仕分けは週１回のペースで、原則
として毎週月曜日に実施する。１０月１２日には難病医
学研究財団を対象にする。その後の対象は、がん集
学的治療研究財団、長寿社会開発センターなどの公
益法人のほか、国立医薬品食品衛生研究所などの機
関、医療法人や社会福祉法人への指導監督などの事
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業を挙げている。（９/２２MEDIFAXより）

受け入れ負担の軽減策を拡大／ＥＰＡで厚労省
　厚生労働省は２０１１年度から、経済連携協定（ＥＰ
Ａ）に基づく外国人看護師候補者の受け入れ施設に
対して、補助を増額する方針だ。１施設当たりの補
助を２９万５０００円から４６万１０００円に引き上げる。介護
福祉士候補者の受け入れ施設に対しても補助の対象
を拡大し、受け入れ施設の負担軽減に力を入れる。
日本での受け入れの窓口となる国際厚生事業団も支
援を実施。１０月７日からは全国３カ所で説明会を開
き、受け入れ施設の増加を図る。
　厚労省は１１年度予算の概算要求で、ＥＰＡに基づ
く外国人看護師・介護福祉士候補者の受け入れ支援
事業として１０年度予算に近い８億４５００万円を求め
た。看護師候補者受け入れ施設への支援事業では、
全体で２億１７００万円を要求。研修指導者経費や物件
費などへの補助額を引き上げるほか、日本語学習に
対する支援も継続する。
　介護福祉士候補者の受け入れ施設に対しては補助
対象を拡大する。これまでは候補者の日本語学習に
必要な経費だけが補助対象だったが、候補者の学習
全般に拡大する。介護の知識を得るための模擬試験
への参加や講師の招請なども対象になる見込み。
（１０/５MEDIFAXより）

「電話トリアージ」で軽症搬送が減少／消防
庁・作業部会
　総務省消防庁の救急業務高度化推進検討会「重症
度・緊急度の判定・選別（トリアージ）に関する作
業部会」（部会長＝有賀徹・昭和大医学部救急医学講
座主任教授）の初会合は９月１７日、東京都内で開か
れた。２０１１年度でモデル事業としての実施は廃止が
決まっている「救急安心センターモデル事業」の効
果分析を行った。実施した３団体では軽症者の搬送
割合が低下しており、構成員からは評価する声が上
がった。
　モデル事業は電話による救急相談窓口を設置し、
医師や看護師らが相談員として２４時間３６５日体制で
相談を受け付ける事業。０９年度は愛知県、奈良県、
大阪市が実施した。１０年６月の行政事業レビューで
「廃止」と判定された。
　消防庁によると、モデル事業を実施した地域では
０９年１０月から１０年３月までの救急搬送件数は前年度
の同期と比べて増加していた。新型インフルエンザ

の影響があると見られるが「今後詳細な検討が必要」
としている。軽症者の搬送割合は、０９年中と、モデ
ル事業が一定程度浸透してきたと考えられる１０年１
月から３月を比較すると、３団体とも約２ポイント
低下していた。
　構成員からは紹介先の医療機関との連携や、相談
を受ける際のプロトコールの統一などが課題として
挙がった。同部会では、引き続き相談事業の全国的
な普及の方策について検討し、２月下旬にも意見を
取りまとめる。
　部会では、家庭から病院内まで、各段階でのトリ
アージの在り方も検討した。消防本部の取り組みや
病院内で使われているトリアージのシートなどが紹
介されたほか、厚生労働省が整備を進めている小児
救急医療相談事業「＃８０００」の現状や英国での取り
組みなども報告された。同作業部会では、今後、家
庭で利用できる救急相談マニュアルも作成する予
定。（９/２１MEDIFAXより）

感染症対策に約９７００億円／世界基金に、日本
など拠出
　世界エイズ・結核・マラリア対策基金（世界基金・
本部ジュネーブ）の増資会合が１０月５日、ニューヨ
ークで開かれ、日本など参加各国や民間組織が２０１１
－１３年に総額１１７億ドル（約９７００億円）を拠出すると
表明した。議長役を務めた潘基文（バン・キムン）
国連事務総長が記者会見で発表した。
　伴野豊外務副大臣はこれに先立ち同会合で、日本
が同基金に「１１年以降、当面最大８億ドルの拠出を
行う」ことを明らかにした。
　同基金によると、０８－１０年の拠出額９７億ドルと比
べると約２０％の増加で、事務総長は「力強いメッセ
ージになる」と評価するとともに一層の支援増大を
訴えた。
　発表によると、米国の拠出額が３年間で４０億ドル
と最大。民間拠出者には米実業家のビル・ゲイツ氏
が夫人とともに設立した財団（３億ドル）などが含
まれる。
　９月に開かれた国連ミレニアム開発目標（ＭＤＧ
ｓ）サミットに出席した菅直人首相は、母子保健や
感染症対策などの国際保健政策として、１１年からの
５年間で５０億ドルの拠出を表明。今回の８億ドルは
これに含まれる。
【ニューヨーク共同】（１０/７MEDIFAXより）
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サービス公表制度、手数料の廃止案／介護保
険部会で厚労省
　厚生労働省は９月２４日の社会保障審議会・介護保
険部会（部会長＝山崎泰彦・神奈川県立保健福祉大
保健福祉学部教授）に、介護サービス情報の公表と
手数料負担を介護事業者に義務付けている「介護サ
ービス情報公表制度」について、手数料の廃止など
を盛り込んだ見直しの方向性案を提示した。介護保
険法の改正を経て、２０１２年度からの実施を予定して
いる。
　厚労省が示した見直しの方向性案によると、情報
の公表手数料と調査にかかる手数料を廃止するとと
もに、１年に１回の実施を義務付けていた調査は、
都道府県が必要と判断した場合にのみ行うこととす
る。虚偽報告などについては現行制度と同様の扱い
で、事業者が是正命令に従わない場合、指定の取り
消しや停止などの対応となる。
　厚労省がこの日の会合に示した調査結果による
と、介護サービス利用者やその家族９９６９人の約８割
が「介護サービス情報の公表」のホームページを
「知らない」と回答。「知っている」と回答した１４３７
人のうち、実際に活用した人は３割にも満たなかっ
た。（９/２７MEDIFAXより）

介護施設の消火設備に１３７億円／政府・追加経
済対策
　政府は９月２４日、追加の経済対策に経済危機対応・
地域活性化予備費を使用することを閣議決定した。
細川律夫厚生労働相は閣議後の会見で、病院の耐震
化に３６０億円、介護施設の消火設備の設置支援に１３７
億円を充てると説明した。スプリンクラー設置につ
いて、これまで助成の対象外となっていた２７５㎡ 未
満のグループホームへ支援を拡充する。
　２００９年４月に施行された消防法施行令では、延べ
面積２７５㎡ 未満のグループホームはスプリンクラー
の設置が義務付けられていない。１０年３月に札幌市
の認知症高齢者グループホームで７人が死亡する火
災が発生。厚労省は調査を実施し、延べ面積２７５㎡
未満の認知症グループホームで「設置済み」は約１
割にとどまっていることが分かった。調査結果を受

け、長妻昭前厚労相は２７５㎡ 未満のグループホーム
に対して支援を拡充する方針を示していた。
　追加の経済対策では、０９年度補正予算で盛り込ま
れた「介護基盤緊急整備等臨時特例交付金」に上乗
せする。老健局高齢者支援課によると、都道府県に
対しては情報を伝えており、今後正式な要綱などを
通知するという。
　病院の耐震化の対象施設は、未耐震の災害拠点病
院と救急救命センター、２次救急医療機関で、既存
施設の耐震補強のほか、新築の建て替えも対象。
（９/２７MEDIFAXより）

介護施設の参酌標準、議論へ／規制改革分科会
　政府の行政刷新会議の規制・制度改革に関する分
科会（分科会長＝大塚耕平内閣府副大臣）は、介護
施設の総量規制の緩和などについて、秋から始まる
会合で引き続き検討する。同分科会の開始時期につ
いて、内閣府規制・制度改革担当事務局は「早くて
も１０月終わりくらい。１１月には開催したい」として
いる。
　介護施設の利用者の目標値を定めた参酌標準に関
して、６月に閣議決定した「規制・制度改革に係る
対処方針」では、「介護施設等の総量規制を後押しし
ている」と指摘。参酌標準を撤廃し、都道府県が実
情に応じて介護保険事業計画を策定できるよう２０１０
年度中に結論を得ると明記している。
　介護施設の総量規制の緩和は、９月１０日に閣議決
定した経済対策に盛り込み当初の計画より前倒しで
行うことが検討されたが、最終的には除外された。
事務局は「実施時期の前倒しも含めて、幅広く検討
する」としている。
　このほか、医療や介護関係では、特定施設短期入
居者生活介護の短期利用の解禁と見守りサービス
（地域での老人等支援サービス）の在り方が、同分科
会で議論するテーマとして挙がっている。
（９/１５MEDIFAXより）

制度改正への議論、大詰めへ／社保審・介護
保険部会
　厚生労働省は１０月７日の社会保障審議会・介護保
険部会（部会長＝山崎泰彦・神奈川県立保健福祉大
教授）に、次期制度改正に向けたこれまでの議論の
論点や意見を整理した資料を示し、委員からさらに
意見を聞いた。２０１１年度末での介護療養病床の廃止
を撤回する方針が示されたことを受けて行政への不
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信感を表す声や、施設整備を拡充する必要性を指摘
する意見などが上がった。
　厚労省が示した議論の整理では、介護療養病床に
ついて「方針を変えて（廃止の）延期などの結論を
出すことは、行政への不信につながる」との意見が
上がった一方、「介護療養のようなタイプの施設が必
要なら、介護療養は残すべき」との意見も上がった
とした。施設類型にかかわらず、入居者の状態に着
目して、訪問看護などの医療系サービスを提供でき
る仕組みを検討すべきとの意見なども上がったとし
た。
●処遇改善交付金、「公費対応」か「介護報酬」か
　介護職員処遇改善交付金に関する議論について
は、「恒久化をお願いしたい」との意見や「介護報酬
に組み込むべき」との意見があったとした。
　桝田和平委員（全国老人福祉施設協議会介護保険
委員長）は同交付金について、第５期介護保険事業
計画の期間は基金による国費での対応を継続するこ
とを提案し「その中で消費税がらみの、社会保障費
の大きな財源の中で検討していただくことが現実
的」とした。一方「介護職員の方々が本当に働き続
けられる労働環境をつくる上でも、介護報酬改定の
中で考えていくべき」（田中雅子委員・日本介護福祉
士会名誉会長）との意見もあった。
（１０/８MEDIFAXより）

認知症施策のフォローアップ開始／厚労省の
緊急プロジェクト
　厚生労働省は９月１７日、およそ２年ぶりに「認知
症の医療と生活の質を高める緊急プロジェクト」を
開催し、同プロジェクトで策定した当面の対策につ
いて、実施状況のフォローアップと検証を開始した。
今後２－３回ほど会合を開き、必要なら同プロジェ
クトでの議論を社会保障審議会・介護保険部会に報
告する予定だ。
　２００８年７月に取りまとめた報告書では①実態の把
握②研究・開発の促進③早期診断の推進と適切な医
療の提供④適切なケアの普及と本人・家族支援⑤若
年性認知症対策─を推進し、実施状況について検証
を行うこととしていた。このうち、当面の対策に位
置付けている③－⑤の対策について検証する。
（９/２１MEDIFAXより）

介護ベッドで４０人死亡／８年間、柵に首挟まる
　介護ベッド利用者が、手すりや転落防止用の柵の

すき間に首が挟まるなどして２００２年－１０年５月に１９
都府県で計４０人が死亡していたことが９月３０日、独
立行政法人の製品評価技術基盤機構（ＮＩＴＥ）へ
の取材で分かった。うち、介護ベッド最大手のパラ
マウントベッド（東京）製の死者は２７人で最も多か
った。
●消費者庁が実態調査へ
　消費者庁は事故が頻発している事態を重視し、製
品の安全性や使用法に問題がなかったか、製造業者
や業界団体への調査に乗り出した。
　ＮＩＴＥによると、事故が多いタイプのベッドは、
利用者が転落しないように両脇に柵が設置されてい
る。柵と柵の間にすき間があり、この部分に首など
が巻き込まれる事故が多発。原因が不明な事故も約
１０件ある。
　経済産業省は０８年以降、使用者や病院にたびたび
注意喚起。０９年３月には、日本工業規格（ＪＩＳ）
の介護ベッドの規格を改正、すき間に首などが挟ま
らないよう柵や手すりの形状を変えた。業界団体の
「医療・介護ベッド安全普及協議会」（東京）は、正
しい使用法を書いたマニュアルや事故例をイラスト
で紹介したパンフレットを作成、病院や利用者に配
布して注意を呼び掛けている。
【共同】（１０/４MEDIFAXより）

 

必要な医師数、現員の１.１４倍／厚労省の実態
調査
　厚生労働省は９月２９日、地域別、診療科別の必要
医師数の実態を把握するため初めて行った「必要医
師数実態調査」の概況を公表した。現在、求人して
いる医師数は約１万８０００人。調査時点では求人して
いないが、医療機関が必要と考えている医師数を含
めると約２万４０００人となった。
　調査は全国の病院と分娩取り扱い診療所１万２６２
施設（病院８６８３施設、分娩取り扱い診療所１５７９施設）
が対象。回収率は病院が８８.５％、分娩取り扱い診療
所が６４.０％で、計８４.８％だった。
　現員の医師数は１６万７０６３人。現在、求人している
医師数１万８２８８人を加えると現員の医師数の１.１１
倍。求人していないが必要な医師の数を含めた「必
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要医師数」の２万４０３３人を加えた場合は現員の１.１４
倍だった。現員医師数は正規雇用が１３万２９３７人、短
時間正規雇用が３５３２人、非常勤が３万５９４人だった。
初期臨床研修医は含めなかった。
　求人理由では「入院、外来患者数が多い」（２７.８％）、
「退職医師の補充」（１７.５％）、「日直・宿直が多い」
（１６.２％）、「救急医療への対応」（１４.１％）などが挙が
った。
　求人しているが医師が確保できない理由を聞いた
質問では「求人中の診療科の医師が県内（地域内）
で少ない」（３８.０％）、「大学の医師派遣機能が低下し
ている」（１９.９％）、「勤務条件と医師の希望との不一
致」（１４.０％）などの回答が寄せられた。
　求人していないが必要な医師数について、求人し
ていない理由を聞いた質問では「具体的な求人計画
は今後検討」が４７.５％と最も多かったが、「求人して
も確保が見込めない」との回答も３０.４％に上り、地
域での求人の難しさを訴える声もあった。
　「必要医師数と現員医師数を合計した数」が現員医
師数の何倍に当たるか都道府県別に見ると、最も高
かったのは岩手で１.４０倍、次いで青森１.３２倍、山梨
１.２９倍となった。一方、最も低かったのは東京で１.０８
倍、次いで大阪が１.０９倍、埼玉と神奈川が１.１０倍で、都
市部と地方で差が見られた。同様に診療科別の倍率
で高かったのはリハビリテーション科が最も高い
１.２９倍、次いで救急科１.２８倍、産科１.２４倍となった。
　概況を説明した医政局指導課医師確保等地域医療
対策室の猿田克年室長は「必要医師数が多いか少な
いかのコメントは差し控えたい」と述べた。厚労省
は今後、病床規模別の必要医師数や人口１０万人当た
りの必要医師数など詳細な結果について、年内を目
安にまとめる予定。
●日医調査でも１.１倍
　日本医師会は２００８年２０１０月、都道府県医師会と病
院を対象に「医師確保のための実態調査」を行って
おり、同調査でも「地域別の最低必要な医師数」に
対する病院の回答は、全国平均で１.１倍だった。
（９/３０MEDIFAXより）

１００歳高齢者、過去最高に／厚労省発表
　厚生労働省は９月１４日、２０１０年度中に１００歳になる
高齢者は２万３２６９人で、前年度から１６６６人増加した
と発表した。うち男性は前年度比１４５人増の３５１０人、
女性は前年度比１５２１人増の１万９７５９人だった。１０年
度１００歳になる高齢者には、９月１５日「老人の日」記

念行事として、内閣総理大臣から祝状と記念品が贈
呈される。
　自治体の協力の下、厚労省が１０年度中に１００歳にな
る高齢者を対象に所在・存命確認を実施したところ、
確認が取れなかった高齢者が１０人いた。長妻昭厚生
労働相は９月１４日の閣議後の会見で「医療情報を使
ってご本人の安否などを確認していくという施策を
自治体と共有して、この問題にきちんと取り組んで
いきたい」と述べた。
　住民基本台帳によると、９月１日現在で１００歳以上
の高齢者数は前年度から４０５０人増の４万４４４９人で、
過去最高だった。（９/１５MEDIFAXより）

病院の医師数１.７％増／０９年施設調査・病院報告
　２００９年１０月１日現在で全国の病院に勤務する医師
（非常勤含む）は１９万１１２５.３人で、前年から１.７％増加
したことが、厚生労働省の「０９年医療施設（動態）
調査・病院報告の概況」で分かった。病院の従事者
総数（同）は１８２万３３５人で、前年から２.８％増えた。
　勤務形態別に見ると、常勤の医師は１５万３３４３人で
前年から２.１％、非常勤の医師は３万７７８２.３人で前年
から０.２％、それぞれ増えた。看護師は６６万１４２.９人で
前年から３.６％増加したが、准看護師は１６万６５４６人で
２.５％減少した。理学療法士は４万２８１３人（前年比
１０.７％増）、作業療法士は２万７６１６人（同１２.９％増）
だった。
　病院の１００床当たり従事者数（非常勤含む）は１１３.７
人で、前年から３.７人増加。職種別に見ると、医師は
１１.９人で前年から０.２人増加し、看護師は４１.２人で１.６
人増加した。准看護師は１０.４人で、前年から０.２人減
少した。
●「内科」が７０３４施設で最多
　一般病院の施設数を診療科目別に見ると、「内科」
が７０３４施設（前年比０.８％減）で最も多く、次いで
「整形外科」５０４１施設（同０.９％減）、「リハビリテー
ション科」４９９８施設（同０.９％増）などだった。
　一般病院で「小児科」を標榜する施設は２８５３施設
で、前年から５２施設減少。「産婦人科」または「産
科」を標榜する一般病院は１４７４施設で、前年から２２
施設減少した。（９/２７MEDIFAXより）

病院事業、赤字が７４７億円縮減／０９年度地方公
営企業決算
　総務省が９月末にまとめた２００９年度地方公営企業
決算によると、病院事業（集計対象・６５５事業）の０９
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年度の総収支額はマイナス１０７０億円で、０８年度のマ
イナス１８１７億円から赤字が７４７億円減少した。病院事
業の入院・外来収入は０９年度が３兆２１０２億円、０８年
度が３兆２２０２億円で、ほぼ横ばいとなっている。
　１０月５日、同省自治財政局地域企業経営企画室の
辻井宏文課長補佐がメディファクスの取材に応え、
「病院事業は赤字額が７４７億円圧縮している。まだ
１０００億円を超える赤字を抱えているが、経営改善が
着実に進んでいると見ている」との解釈を示した。
　赤字が７４７億円圧縮した要因については「経費の節
減はもとより、医業収入の確保とともに、一般会計
などからの不採算医療への繰入金の増額などによる
ものではないか」と分析した。
　総務省の公立病院改革ガイドラインでは、０９年度
から１１年度末までに経常収支を黒字化させる目標を
示している。初年度の０９年度に経常収支黒字化目標
の達成を見込んでいる病院は２８５病院（３０.７％）とな
っていた。辻井補佐は「０９年度決算は今後しっかり
と分析する予定だが、約４割が経常収支黒字化を達
成したと見ている」と述べ、公立病院改革初年度の
０９年度は、見込みを上回る順調な滑り出しではない
かと指摘した。
　総務省によると、１１年度末までに経常収支黒字化
目標を達成できるとしている病院は、公立病院９２８病
院のうち５９６病院（６４.２％）。総務省は０９年度の実績
を踏まえ、今後２年間で改革プランに掲げた目標を
着実に達成するよう求めている。
（１０/６MEDIFAXより）

院内感染専従者１人が４割／文科省、大学病
院を調査
　文部科学省は９月２８日、大学病院での院内感染対
策の体制整備について調査した結果を公表した。医
系本院（特定機能病院）の感染管理の中央部門の専
従者が１人の病院が４割だった。東京都内で開かれ
た大学病院院内感染等緊急担当者会議で新木一弘医
学教育課長が報告した。
　医系本院（特定機能病院）８０施設、医系分院５３施
設、その他の関連病院３１施設に院内感染の体制を調
査した。医系本院の感染管理の中央部門の配置人数
（専従・専任・兼任をすべて含む）は、１０－１９人が最
も多い４２％（３４施設）、次いで１０人未満が３８％（３０施
設）、２０－２９人が１１％（９施設）だった。専従者（勤
務時間の８０％以上の時間を感染管理業務に従事）だ
けを見ると、１人が最も多い４２％（３４施設）、２人が

２１％（１７施設）、３人が１３％（１０施設）だった。専任
者（勤務時間の２０％以上８０％未満の時間を感染管理
業務に従事）は３人が２４％（１９施設）、４人が１８％
（１４施設）、２人が１１％（９施設）だった。
　院内感染管理を行う中央部門、委員会は調査した
すべての施設が設置していた。全部署（各病棟、診
療科など）の何％に感染管理の担当者が配置されて
いるか、との質問では、７６％以上に配置していたの
は医系本院で７２施設、医系分院で２３施設、その他で
１７施設だった。職員へ院内感染の定期的な教育・研
修、手技の確認を行っていたのは、医系本院とその
他の施設で全施設、医系分院で５１施設だった。
（９/２９MEDIFAXより）

大病院に財源集中、１０年度改定前から／日医
総研ＷＰ
　日医総研はこのほど「最近の医療費の動向－２０１０
年度診療報酬改定まで－」と題するワーキングペー
パー（ＷＰ）をまとめた。０９年度までの医療費の動
向を分析した結果、急性期入院医療に手厚い財源配
分となった１０年度診療報酬改定以前から、大学病院
や大規模病院に医療費が集中投入されていたとの見
方を示している。
　病院の設置主体別に医療費の推移を見ると、００年
度には１.６兆円だった大学病院の医療費は、０９年度に
は２.１兆円に増加。公的病院は６.６兆円から６.８兆円に、
法人病院は７.７兆円から９.４兆円に、それぞれ増加し
た。一方、個人病院では００年度には７０００億円だった
医療費は０９年度には３０００億円まで減少。ＷＰは「個
人病院数自体が減少していることも一因」としてい
る。
　００年度を１００としたときの０９年度の１施設当たり
医療費（収入）は、大学病院が１２９.０、公的病院が１１３.４、
法人病院が１１３.９、個人病院が１１０.３だった。ＷＰは
「大学病院が突出して伸びており、そのほかは個人病
院の一時期を除いて、ほぼ同じ傾向で推移していた」
としている。
　００年度を１００としたときの０９年度の１施設当たり
医療費（収入）を病床規模別に見ると、「５００床以上」
が１２７.０、「３００－４９９床」が１１３.３、「１００－２９９床」が
１１０.２、「２０－９９床」が１１１.８で、ＷＰは「５００床以上だ
けが突出して伸びており、ほかの病床カテゴリはほ
ぼ同じ傾向で推移していた」としている。
　これらの結果を踏まえ、ＷＰは「１０年度の診療報
酬改定では、急性期入院医療に手厚い財源配分が行

京都保険医新聞

１９

情
勢
ト
ピ
ッ
ク
ス

第１３６号

２０１０年（平成２２年）10月２5日　毎月５日・ 20日・ 25日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２７65号



われたが、それ以前から、大学病院、大規模病院に
医療費が集中投入されていたことが確認できた」と
指摘。中医協での診療報酬改定に関する議論につい
て「医療経済実態調査の損益差額に着目しているが、
経営努力により黒字化した場合には、診療報酬が引
き下げられてしまうこともある」とし「診療報酬そ
のもの、つまり医療費（医業収入）がどう伸びてい
るのかも考慮すべき」とした。
（９/３０MEDIFAXより）

病院勤務の産婦人科医、１.５４倍必要／日医総研
　日医総研がこのほどまとめた「医師の必要数に関
するパイロット調査」によると、全国で必要とされ
る病院勤務の産婦人科医師数は現員４９８１人の１.５４倍
に当たる７６９３人で、２７１２人不足していることが分か
った。
　全国の必要医師数は、仙台２次医療圏での産婦人
科医の勤務調査と各地域の産婦人科医療ニーズから
推計した。当直なども含めて仙台２次医療圏の月間
必要総時間は１万６６９６時間で、１日平均１１時間勤務
とした場合の必要数は７５.９人。現員の６２.４人と比較し
て１３.５人が不足していた。回答者の勤務状況に一定
の不偏性があると仮定して、全国の医療圏に当ては
めた結果、全国で必要となる産婦人科医師数は７６９３
人だった。
　日医総研は、将来的には人口が減少し分娩数も減
少するが、現時点での産婦人科医不足によって産婦
人科勤務医は１０年後も不足するとの見方を示してい
る。
　９月２９日に公表された厚生労働省の必要医師数実
態調査では、病院と分娩取り扱い診療所の産婦人科
医（産婦人科・産科）は、現員７９０２人に対し必要医
師数は１.１８倍の９３４８人とされている。
　日医総研の江口成美主席研究員は、日医総研の推
計と厚労省調査の結果が異なることについて「厚労
省調査では分娩取り扱い診療所の勤務医も含めてい
るため、必要医師数はより多くなると考えていたの
だが」としている。（１０/４MEDIFAXより）

現場の現状認識、３年連続改善／日産婦が意
識調査
　日本産科婦人科学会（日産婦）がホームページ上
で１０月１日に公表した卒後研修指導施設の産婦人科
責任者を対象とした意識調査で、現場の現状認識が
年々改善していることなどが示された。

　調査は１０年で３回目。現在の産婦人科の状況を１
年前と比較してどのように感じているかを尋ねた。
７４４の対象施設のうち６２％に当たる４５８施設が回答し
た。
　産婦人科全体について、「良くなっている」「少し
良くなっている」とした肯定的な現状認識は４４％で、
２００８年の１８％、０９年の３７％をさらに上回った。一方、
「少し悪くなっている」「悪くなっている」との否定
的認識は１７％で、０８年の４７％、０９年の２４％に引き続
き減少傾向が見られた。良くなっていると感じる理
由では、「産婦人科志望者増」が最も多く、「一般・
マスコミの理解向上」「待遇改善傾向」が続いた。
　所属する施設の産婦人科について、肯定的認識は
０８年に３０％、０９年に３９％となったが、今回は４０％で
横ばいとなった。否定的認識は０８年の３８％、０９年の
２８％に続き、今回は２４％と微減した。
（１０/４MEDIFAXより）

１１年度平均料率９.５７％と試算／協会けんぽ
「引き上げ不可避」
　全国健康保険協会は９月１５日の運営委員会で、
２０１１年度の平均保険料率が最大で９.５７％になるとす
る試算を示し「一定の引き上げが避けられない」と
の見方を示した。年末の政府予算案決定を踏まえて、
１１年１月をめどに最終的に決定する。
　協会けんぽの平均保険料率は現状で９.３４％。１１年
度予算の概算要求ベースでの保険料収入を確保する
ためには、０.２３％分の引き上げが必要となる。ただ、
①７０－７４歳の患者負担引き上げ凍結②出産育児一時
金増額─が１０年度末で終了した場合は、やや引き上
げ幅が小さくなり、料率は９.５３％となる。さらに現
状で１６.４％となっている国庫補助率を健保法本則で
定められた最大の２０％に引き上げた場合は、①と②
が継続した場合で９.２９％、終了した場合で９.２５％で済
む。
　国庫補助率が現状維持の場合、月収２８万円の平均
的な被保険者の保険料負担は、９.５７％となった場合
は年間８６００円（本人と事業主の折半）、９.５３％の場合
は７１００円（同）の負担増となる。
　委員からは国庫補助率の引き上げを強く求める意
見が相次いだ。（９/１６MEDIFAXより）

１００例目の脳死移植へ／法施行１３年、１０年１７例目
　日本臓器移植ネットワークは９月３０日、蘇生後脳
症で東北大病院に入院中の３０代の男性が臓器移植法
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に基づく脳死と判定されたと発表した。提供された
臓器が移植されれば、１９９７年１０月の移植法施行以来、
１３年間で通算１００例目となる。
　２０１０年１７例目で、７月の改正移植法施行後１４例目。
今回を含む１３例は、改正前に必要だった本人の書面
による意思表示はなかったが、家族が脳死判定と提
供を承諾した。９７年の施行から１年４カ月あまりは
提供がなく、その後、０９年までは年間３－１３例だっ
た。改正法による提供数増加が際立っている。
　これまでの９８例で脳死移植を受けた患者は計４３４
人。さらに、９月２９日午前に市立札幌病院で脳死と
判定された９９例目の女性から提供された臓器の移植
手術が各地で進められた。
　法的脳死判定は今回が１０１例目だが、脳死移植は００
年に医学的理由で断念された１例を除き、１００例目。
【共同】（１０/１MEDIFAXより）

受動喫煙で年間６８００人が死亡／「全面禁煙」
法制化を提言
　国立がん研究センターのＷＨＯ「喫煙と健康」指
定研究協力センターは９月２８日、「タバコフリー築地
フォーラム２０１０緊急集会」を開き、「受動喫煙防止の
ために、職場と公共の場所での『全面禁煙』法制化
が必要」との提言を発表した。フォーラムでは、片
野田耕太氏（国立がん研究センターがん対策情報セ
ンター）が「受動喫煙が原因で１年間に６８００人が死
亡している」との推計を公表した。
　片野田氏は「受動喫煙による日本人全体の健康被
害」をテーマに講演。肺がんと虚血性心疾患につい
て、受動喫煙に起因する死亡数を調査し、「受動喫煙
が原因で年間約６８００人が肺がんと虚血性心疾患で死
亡している」との推計を発表した。この６８００人につ
いて受動喫煙の場所を家庭・職場別に調査したとこ
ろ、職場での暴露は女性で１８１１人、男性で１８１４人に
上った。片野田氏は「職場や公共の場所での禁煙法
制化を進めるべき」としている。
　また、同指定研究協力センターの望月友美子セン
ター長は「たばこ規制枠組条約締結国として、『たば
この煙への暴露からの保護』の履行が求められてお
り、職場での受動喫煙対策の新たな枠組みが求めら
れている」と指摘した。
　飲食店などで行われている「分煙」については、
大和浩氏（産業医科大健康開発科学研究室教授）が
「従業員が暴露する危険性が高い」とした。
（９/２９MEDIFAXより）

ヒヤリ・ハット、疑義照会で判明７.３％／薬局
事例公表
　日本医療機能評価機構は１０月５日、全国の薬局か
ら報告を受けた２００９年のヒヤリ・ハット事例を発表
した。薬局が処方せんの疑問や不明点を医師に問い
合わせることでヒヤリ・ハットが判明した報告は、
全体の７.３％となる１０７件だった。
　同機構が薬局の事例を年報として公表するのは初
めて。ヒヤリ・ハット事例の傾向を全国で共有し、
今後の発生防止に生かしてもらう取り組みで、０９年
４月から１２月末までに１７７４の薬局が報告した１４６０件
をまとめた。内訳は調剤に関する内容が１３４３件で最
も多く、疑義照会が１０７件で続いた。
　疑義照会に関する１０７件の内容を見ると、疑義照会
をせず変更前の処方通りに服用した場合に健康被害
の恐れがあった事例が５９件で全体の５割を超えた。
　疑義照会する必要性を何で判断したのかを聞いた
ところ「処方せんのみで判断」が４５件（４２.１％）、「処
方せんと薬局で管理している情報で判断」が３７件
（３４.６％）、患者との会話など「その他の理由で判断」
が２５件（２３.４％）だった。
　同機構の後信・医療事故防止事業部長は「ヒヤリ・
ハットで済んでよかった、と何も対策を取らなけれ
ば大きな医療事故になる。ヒヤリ・ハットで止まっ
ているうちに未然に事故を防ぐ仕組みをつくるべ
き」と指摘した。（１０/６MEDIFAXより）

５９％が「看護十分でない」／国公立大病院の
看護師調査
　国公立大病院に勤務する看護師の５９％が「患者に
十分な看護が提供できていない」と感じていること
が９月１５日、全国大学高専教職員組合の調査で分か
った。２００６年の同様の調査より３ポイント増えた。
　調査は０９年９－１０月に実施し、２７病院の計約８５００
人が回答した。調査によると、十分な看護ができて
いない理由は複数回答で「退職や異動でメンバーが
よく代わり蓄積がない」が前回調査より３１ポイント
増の３９％で最も多かった。前回最多だった「業務が
過密になっている」は１０ポイント減の１６％、「人員が
少なすぎる」は１３ポイント減の１２％だった。
　多くの国公立大病院が、看護師１人当たりの患者
数を７人にする「７対１体制」を導入しており、看
護師１人当たりの患者数は、３交代制の日勤では７
人未満が７２％（前回は４１％）となった。
　看護師が増え、１人が受け持つ患者数は０６年より
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減少したが、同組合は「大量採用で経験の少ない看
護師が増え、中堅以上の業務量も多くなったため、
看護の質の向上につながっていない」としている。
【共同】（９/１７MEDIFAXより）

 

後期高齢者制度、早急な廃止を／保団連
　保団連は９月２８日、現行の後期高齢者医療制度を
早急に廃止し、老人保健制度に戻すとともに、国庫
負担の増額による高齢者医療制度の拡充などを訴え
る意見書を細川律夫厚生労働相に提出した。
　厚生労働省の高齢者医療制度改革会議の「中間と
りまとめ」について「高齢者の医療給付費総額と保
険料負担が連動する仕組みを継承し、市町村国保を
都道府県単位に広域化して、国庫負担は低水準のま
まに放置する方針」と指摘。その上で、対案として、
対象年齢を６５歳以上とし、就労の形態や職域などに
よって被用者保険と国保のいずれかに加入する医療
制度を提案した。医療給付・保健事業費用の５割を
公費、５割を各保険者が拠出し、加入者の年齢構成
の違いによって生じる各保険者の医療費支出の相違
を調整し、保険者間の負担の不均衡を是正する「年
齢リスク構造調整」を行うとした。
（９/２９MEDIFAXより）

窓口負担引き上げ「容認できない」／保団連、
７０－７４歳で
　保団連は１０月６日、厚生労働省が７０－７４歳の窓口
負担を１割から２割に引き上げる方針を固めたとの
一部報道があったとして「受診抑制を拡大する窓口
負担引き上げは容認できない」とする談話を発表し
た。
　保団連は「高齢者医療制度改革会議」に提出され
た調査資料を引用し、所得が低いほど治療を控えた
り、受診を控えていると指摘。「現在の自己負担でも

高齢者層に受診抑制が起きていることは明らか。窓
口負担の軽減こそ急務であるのに、高齢者の窓口負
担を現状より引き上げることは容認できるものでは
ない」とした。（１０/７MEDIFAXより）

警察の事情聴取「厳に慎むべき」／院内感染
問題で保団連
　保団連は１０月６日、帝京大医学部付属病院で発生
した多剤耐性アシネトバクターの院内感染問題で
「真の原因究明と再発防止策を明らかにするために
も、刑事訴追の可能性を含む警察の事情聴取は厳に
慎むべき」とする談話を発表した。
　保団連はまた、「今回の対応の基本は原因究明と再
発防止」として、厚生労働省や東京都の立ち入り検
査、国立感染症研究所の疫学調査など、専門家によ
る事実関係の調査と原因究明こそ優先すべき課題で
あると指摘した。（１０/７MEDIFAXより）

控除対象外消費税で国を提訴／兵庫県民間病
院協の４法人
　兵庫県民間病院協会（吉田耕造会長）所属の４医
療法人は９月２８日、医療機関で発生している「控除
対象外消費税」をめぐり、国を相手に損害賠償請求
訴訟を神戸地裁に起こした。現在の消費税法が「憲
法に反する不当な負担」を医療機関に強いている実
態について、裁判を通じて浮き彫りにする方針。同
協会によると、控除対象外消費税に関する訴訟は全
国で初めてという。
　原告は榮昌会（吉田病院）、中央会（尼崎中央病院）、
康雄会（西病院）、伯鳳会（赤穂中央病院）の４医療
法人。同協会は控除対象外消費税の問題について、
司法の判断を求めることを総会で決議しており、代
表して４法人を原告として送り出した。
●３年間で１.５億－６億円
　代理人の石川正弁護士は会見で、消費税法は医療
機関に対して憲法に違反する不当な負担を与えてい
るとし、憲法と国家賠償法に基づき負担分の賠償を
求めていく考えを説明した。石川氏によると、２００８
年からの３年間で控除対象外となった消費税額は、
原告の１法人当たり１億５０００万円－６億円に上る。
ただ、憲法違反に関する審理に集中できるよう、請
求額は各法人１０００万円の「一部請求」とした。
　石川氏は、控除対象外消費税を放置し「著しく不
当な特別の負担」を強要することは、「憲法の平等原
則」や「職業遂行の自由」に違反し、財産権を侵害
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するとの見解を示した。控除対象外消費税を診療報
酬の改定で解消するとの考え方に対しては、「租税法
律主義」に反すると指摘。「消費税の問題を診療報酬
改定という行政処分で処理すること自体、法律的に
問題であると裁判で主張する」と話した。
　裁判の目的は、負担を医療機関にのみ押し付ける
制度の変更であるとも強調。石川氏は、新たな制度
の具体例として、診療報酬の消費税率を０％とし、
控除対象外消費税分が還付される仕組みを挙げた。
今回の裁判が現行制度の問題解消の具体策を正面か
ら議論する場となることに期待感を示し、「このまま
では地域医療や救急医療を担っている医療機関が破
綻してしまう」と訴えた。
●訴訟通じ市民にも訴える
　原告の１人である同協会の吉田会長は、消費税が
非課税のままでは病院経営を圧迫し、高額医療機器
であるＭＲＩの購入やメンテナンスなど、診療環境
の整備・維持に投資できない状況に陥ると強調。「医
療の崩壊をどう防ぐか。非課税を改めるためには市
民の理解も必要で、訴訟を通じて訴えかけていく」
と述べた。（９/２９MEDIFAXより）

「２４時間体制で介護を」／ＡＬＳ患者２人、
初の提訴
　筋肉を動かす神経が徐々に侵されていく難病「筋
萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）」に苦しむ和歌山市の７０
代の男性患者２人が９月１６日、１日に介護サービス
を８時間しか受けられないのは不十分だとして、市
に２４時間体制の介護を求める訴訟を和歌山地裁に起
こした。原告代理人の長岡健太郎弁護士によると、
ＡＬＳ患者が介護サービスの時間拡大を求める訴訟
を起こすのは全国で初めて。
　訴状によると、２人はたんの吸引や人工呼吸器の
管理のため、２４時間介護が必要だが、市は障害者自
立支援法に基づき月２６８時間分しか公費負担してい
ない。長岡弁護士は「高齢で持病のある妻が付きっ
きりで介護している。個人の生活実態を踏まえた支
給決定でなくてはならない」としている。
　厚生労働省によると、国内のＡＬＳ患者は２００９年
３月末時点で約８２００人。
【共同】（９/１７MEDIFAXより）
 

 

　記事文末に（MEDIFAXより）と記載しているものは、 
契約に基づき株式会社じほう発行の「MEDIFAX」より転
載・一部改変を許諾されたものです。 
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２０１０年度　第６回　２０１０年９月１４日
【各担当部報告】
〈総務部会〉
１．今週の医療情報
２．文化ハイキング下見（８月４日）状況
３．第68回保団連近畿ブロック事務局長会議（８
月９・10日）状況

４．第２回保団連組織部会・担当者交流会（８月
21・22日）状況

５．第２回ＩＣＴ検討委員会（８月26日）状況
〈経営部会〉
１．経営相談室（７月28日）状況
２．保険医年金打ち合わせ会（８月３日）状況
３．傷害疾病保険審査会（８月24日）状況
４．金融共済委員会（８月25日）状況
５．第36回保団連全国事務局学習会への講師派遣
（８月25日）状況

６．医院・診療所での接遇マナー研修会（中級）
（８月26日）状況

７．明治安田生命「保険医年金」営業員研修会出
席（８月31日）状況

８．医院・住宅新（改）築相談室（９月９日）状況
〈医療安全対策部会〉
１．医療機関側との懇談（①８月３日②５日③10

日）状況
２．法律相談室（８月19日）状況
３．医療事故案件調査委員会（８月20日）状況
４．医師賠償責任保険処理室会（８月23日）状況

〈政策部会〉
１．第７回保団連理事会（８月８日）状況
２．出版編集会議（８月26日）状況
３．保団連近畿ブロック反核担当事務局会議（８

月31日）状況
〈保険部会〉
１．保団連第６回介護保険制度抜本改善対策委員

会（７月28日）状況
２．保団連『届出医療の活用と留意点（2010－2011
年度版）』編集会議（７月31日）状況

３．保団連『届出医療の活用と留意点（2010－2011
年度版）』編集作業（８月１・２日）状況

４．保険審査通信検討委員会（８月６日）状況
５．第２回医事担当者連絡会議（８月26日）状況
６．保団連第28回病院・有床診療所セミナー（８

月28・29日）状況
７．第636回社会保険研究会（９月４日）状況

【部会報告】
１．各部会（①７月27日②９月７日）状況と決定

事項確認の件
〈総務部会〉（７月27日）
①第63回定期総会の状況確認
②地区医師会長との懇談会の開催確認
③総務部会懇親会の日程確認
④2010年度地区交付金の確認
⑤７月度会員増減状況の確認
⑥新規開業会員訪問状況の報告
⑦長寿会員へのお祝いの確認
⑧第１回コミュニケーション委員会の開催確認
⑨地区医師会との懇談会の開催確認
⑩男の料理教室の開催確認
⑪文化ハイキングの開催確認
⑫第８回文化講座の開催確認
⑬文化講習の開催確認
⑭京響サロンコンサートの開催確認
⑮地区・専門医会会報等の収集及び回覧
⑯保団連会費減免について意見交換
⑰新事務所移転について意見交換

（９月７日）
①総務部会懇親会の開催確認
②新事務所移転についての確認
③第180回定時代議員会の会場選定
④地区医師会との懇談会のテーマ確認
⑤2010年度６・７月分収支月計表の確認
⑥８月度会員増減状況の確認
⑦新規開業会員訪問状況の確認
⑧長寿会員へのお祝いの確認
⑨地区医師会長との懇談会の開催確認
⑩第１回コミュニケーション委員会の開催確認
⑪男の料理教室の開催確認
⑫文化ハイキングの開催確認
⑬第８回文化講座の開催確認
⑭文化講習の開催確認
⑮京響サロンコンサートの開催確認
⑯第９回文化講座の開催確認
⑰地区・専門医会会報等の収集及び回覧

〈経営部会〉（７月27日）
①第63回定期総会で出された意見の確認
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②融資パンフレットの検討
③医師賠償責任保険制度関係の確認
④針刺し事故見舞金制度の検討
⑤ゴールドカード利用状況の確認
⑥新規開業予定者のための講習会の日程確認
⑦医院・診療所での接遇マナー研修（中級）（北部
開催）の日程確認

⑧保団連近畿ブロック税務調査アンケートの実施
確認

⑨アミス事業関連の検討と確認
（９月７日）
①地区医師会との懇談会の出席確認
②部会懇親会の開催確認
③融資関係事項の確認
④休業補償パンフレットの内容確認
⑤保険医年金秋普及の確認
⑥保団連・保険医年金の検討
⑦医師賠償責任保険制度関係の確認
⑧居宅介護事業者等賠償責任保険関係の確認
⑨針刺し事故見舞金制度の検討
⑩新規開業予定者のための講習会の開催確認
⑪医院診療所での接遇マナー研修（中級）（北部開
催）の日程確認

⑫税理士との懇談会の日程確認
⑬アミス事業関連の検討と確認
⑭年金型生保の二重課税関連の情報提供

〈医療安全対策部会〉（７月27日）
①2010年７月度医事紛争状況報告
②2010年度医事紛争状況中間報告
③全国における医事紛争状況報告
④理事会特別討議の運営確認
⑤医療安全シンポジウムテーマについての意見交
換

⑥調査委員会の開催日変更の確認
⑦部会懇親会の開催確認
⑧第63回定期総会で出された意見の確認

（９月７日）
①2010年８月度医事紛争状況報告
②2010年度医事紛争状況中間報告
③全国における医事紛争状況報告
④理事会特別討議の運営確認
⑤医療安全シンポジウムテーマについての意見交
換

⑥地区医師会との懇談会への出席と資料の確認
⑦部会学習会テーマの検討

〈政策部会〉（７月27日）
①８月の主な部会スケジュールの確認
②情勢に関わる重要資料についての報告と検討
③総会アンケートの結果確認
④福祉国家と基本法研究会起草委員会の取り組み
状況の報告

⑤京都社会保障推進協議会の国保実態調査の検討
⑥京都社会保障推進協議会2010年度総会の日程確
認

⑦エコキャップ運動の状況報告
⑧反核・平和の取り組みの確認
⑨全会員アンケートの確認
⑩代議員アンケート「医業類似行為について」の
結果分析について

⑪環境対策委員会関連の取り組みの確認
⑫ワクチン講演会の開催確認
⑬メディパック発送の確認

（９月７日）
①９月の主な部会スケジュールの確認
②ワクチン講演会の報告
③公明党京都市会議員団との懇談会の状況報告
④福祉国家と基本法研究会起草委員会の検討状況
の報告

⑤京都社会保障推進協議会の国保実態調査の検討
⑥国会議員要請行動の状況報告
⑦「福祉国家と基本法研究会」からの協力依頼に
ついての検討

⑧「京都市政に対する要求・運動を進めているみ
なさんの懇談会」の出席確認

⑨中野名誉理事長追悼座談会についての確認
⑩京都社会保障推進協議会2010年度総会の出席確
認

⑪エコキャップ運動の状況報告
⑫反核・平和の取り組みの確認
⑬全会員アンケートの確認
⑭整形外科対象アンケート「医業類似行為につい
て」の結果報告

⑮環境対策委員会関連の取り組みの確認
⑯メディパック発送の確認

〈保険部会〉（８月６日）
①総会で出された意見の検討と確認
②新点数・診療報酬改善対策の確認と検討
　１）『在宅医療点数の手引』編集への協力
　２）『届出医療の活用と留意点』説明会及び在宅

医療点数説明会の開催
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　３）診療報酬改善対策委員会（仮称）の開催
③医療ＩＴ化問題対策の確認と検討
　１）医療ＩＴ化問題検討会の開催
④社保対策（社保、国保、後期高齢者、労災）の
確認と検討

　１）レセプトの点検
　２）リハビリ及びリハビリ施設対策
　３）介護保険対策
⑤公費負担医療対策（生保、その他公費、福祉医
療）の確認と検討

　１）京都府の福祉医療制度に関する京都府要請
⑥審査、指導、監査対策の確認と検討
　１）「審査に関するアンケート」の集計作業の委

託先
　２）指導に関する相談の報告
　３）2009年度集団的個別指導、個別指導、施設
基準適時調査の状況確認

⑦医療施設問題対策（病院・有床診療所対策）の
確認と検討

　１）施設基準適時調査関係
　２）医事担当者連絡会議
　３）入院中の他医療機関受診について
⑧研究会関係の確認
　１）社会保険研究会
　２）各科別診療内容向上会

（９月３日）
①新点数・診療報酬改善対策の確認と検討
　１）『届出医療の活用と留意点』説明会及び在宅

医療点数説明会の開催
②医療ＩＴ化問題対策の検討と確認
　１）医療ＩＴ化問題検討会の開催
③社保対策（社保、国保、後期高齢者、労災）の
確認と検討

　１）レセプト点検の実施
　２）リハビリ及びリハビリ施設対策
　・保団連とリハビリ５団体との懇談企画の確認
　・リハビリ施設協会のリハ前診察実態調査への

保団連の対応
　・療法士会との懇談の開催確認
④公費負担医療対策（生保、その他公費、福祉医
療）の検討と確認

　１）京都府の福祉医療制度に関する京都府要請
の状況

⑤審査、指導、監査対策の検討と確認
　１）「審査に関するアンケート」の状況

　２）厚生労働省保険局・向本医療指導管理官の
政策提言への対応

⑥医療施設問題対策（病院・有床診療所対策）
　１）施設基準適時調査関係
　２）医事担当者連絡会議
　３）入院中の他医療機関受診
　４）京都腎臓病患者協議会との懇談の開催
⑦研究会関係の確認
　１）社会保険研究会
　２）各科別診療内容向上会
⑧新事務所移転についての確認

【各担当部議事】
〈総務部会〉
１．前回理事会（７月27日）要録と決定事項の確認
２．９月中の会合等諸行事及び出席者確認の件
３．2010年度地区交付金交付の件
４．2010年度６月・７月収支月計表報告状況確認
の件

５．７・８月度会員増減状況
　　△2010年７月31日付会員数＝2526人
　　△2010年８月31日付会員数＝2525人
６．会員入退会及び異動に関する承認の件
７．第４回正副理事長会議（９月９日）状況確認

の件
８．事務所移転に関する件

〈経営部会〉
１．保険医年金のシェア変更に関する組織討議の

件
〈政策部会〉
１．国会議員要請行動（８月３日）状況確認の件
２．公明党京都市会議員団との懇談（９月１日）

状況確認の件
３．講演会「知っててよかった！大切なあなたの

健康を守るワクチンの話」（９月４日）状況確
認の件

４．国保一元化問題学習会講師派遣の件
５．「京都市政に対する要求・運動を進めている

みなさんの懇談会」出席の件
６．「第21回核戦争に反対し核兵器廃絶を求める
医師・医学者のつどいIN奈良」出席の件

７．福祉国家と基本法研究会「憲章・基本法起草
委員会」出席の件

８．福祉国家構想研究会医療サブチーム会議開催
協力の件

９．福祉国家と基本法研究会出席の件
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10．『京都保険医新聞』（第2754号、2755・2756合
併号、2759・2760合併号）・『メディペーパー
京都』第134号（2757・2758合併号）合評の件

〈保険部会〉
１．保険審査通信検討委員会（９月３日）状況確

認の件
２．厚生労働省保険局・向本医療指導管理官の政

策提言に対する抗議文の件
３．「2010年４月改定に関する診療報酬改善要求」
に関する厚生労働省要請への参加の件

　　《以上２３件の議事について承認》

２０１０年度　第７回　２０１０年９月２８日
【特別討議】
１．京都府保険医協会における医療安全対策の歴

史－40年間にわたる医事紛争の統計を踏まえ
て

　　△担当＝医療安全対策部会
【各担当部報告】
〈総務部会〉
１．週間行事予定表の確認
２．今週の医療情報
３．保団連第15回若手医師・歯科医師のつどいin

福島（９月19・20日）状況
〈経営部会〉
１．雇用管理相談室（９月16日）状況

〈医療安全対策部会〉
１．医療機関側との懇談（①９月14日②21日）状況
２．法律相談室（９月16日）状況

３．医療事故案件調査委員会（９月17日）状況
４．医師賠償責任保険処理室会（９月27日）状況

〈政策部会〉
１．保団連10－11年度第８回理事会（９月12日）
状況

２．「京都市政に対する要求・運動を進めている
皆さんの懇談会」（９月15日）状況

３．京都社会保障推進協議会第32回総会（９月16
日）状況

４．「第21回核戦争に反対し核兵器廃絶を求める
医師・医学者のつどいIN奈良」（９月18・19日）
状況

〈保険部会〉
１．産婦人科診療内容向上会（８月21日）状況
２．『2010年診療報酬改定等に対する改善要求』に
関する保団連厚生労働省交渉（９月15日）状況

【各担当部議事】
〈総務部会〉
１．前回理事会（９月14日）要録と決定事項の確認
２．10月中の会合等諸行事及び出席者確認の件
３．各部会開催の件
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11月のレセプト受取・締切
12日㈮

労
災

10日㈬9日火
基金
国保 ◎◎○

※○は受付日、◎は締切日。
　受付時間は午前９時－午後５時です。

11月の相談室
担当＝園建築士１１月１０日（水）午後２時～医院・住宅

新（改）築
担当＝三井生命のＦＣ
　　　（ファイナンシャルコンサルタント）１１月１８日（木）午後１時～ファイナンシャル
担当＝松尾弁護士１１月１８日（木）午後２時～法 律
担当＝河原社会保険労務士１１月１８日（木）午後２時～雇 用 管 理
担当＝広瀬税理士１１月２４日（水）午後２時～経 営

開催日の３日前までに協会事務局へお申込み下さい。３０分間無料です。



４．会員入退会及び異動に関する承認の件
５．地区医師会との懇談会開催の件

〈医療安全対策部会〉
１．第272回関西医事法研究会への出席の件
２．島根県保険医協会「医療安全研修会」講師派

遣の件
〈政策部会〉
１．京都市急病診療所条例を廃止する条例案に関

する緊急要請書提出（９月21日）状況確認の件
２．ＮＰＯ法人子育て支援コミュニティおふぃす

パワーあっぷ発行『京都子連れパワーアップ
情報12号』への広告協賛の件

３．『祝の島』公開無料映画鑑賞会への後援の件
４．国保一元化問題学習会講師派遣の件
５．国保一元化問題学習会講師派遣の件
６．京都社会保障推進協議会自治体キャラバン参

加の件
７．シンポジウム「新しい福祉国家の姿を展望す

る―社会保障憲章と基本法の提起を通じて」
参加の件

８．『京都保険医新聞』（第2761号）・『メディペー

パー京都』第135号（第2762号）合評の件
〈保険部会〉
１．2010年７月度国保合同審査委員会（７月23日）
状況確認の件

２．2010年８月度国保合同審査委員会（８月24日）
状況確認の件

３．第25回保団連医療研究集会出席の件
４．知っておきたい「在宅医療点数」の基礎知識
（説明会）〈京都市会場（１回目）〉開催の件

５．「届出医療の活用と留意点」説明会〈宮津市会
場〉開催の件

６．知っておきたい「在宅医療点数」の基礎知識
（説明会）〈舞鶴市会場〉開催の件

７．知っておきたい「在宅医療点数」の基礎知識
（説明会）〈京都市会場（２回目）〉開催の件

８．保団連と日本言語聴覚士協会との懇談会出席
の件

９．近畿厚生局管内社保担当者会議への出席の件
10．理学療法士会・作業療法士会・言語聴覚士会
との懇談会開催の件

　　《以上２５件の議事について承認》
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地区医師会とのとの懇談会ののご案内
場　　所時　間地　　区開催日

ホテル日航プリンセス京都午後２時下京東部医師会との懇談会１１月８日㈪

京都ブライトンホテル昼食会：午後１時３０分
懇談会：午後２時３０分京都北医師会との懇談会１１月１０日㈬

京都府保険医協会ルームＡ午後２時３０分上京東部医師会との懇談会　西陣１１月１１日㈭

乙訓医師会事務所（長岡京市立多世代交
流ふれあいセンター）午後２時３０分乙訓医師会との懇談会１２月６日㈪

日　時　11月20日（土） 午後２時～４時30分
場　所　大阪ガスクッキングスクール京都
　　　　（ＪＲ丹波口駅から西へ徒歩５分、大阪ガスディリパ京都内１階）
メニュー　◇たっぷりきのこのタリアテッレ（卵を加えて作る平打ちパスタ）◇手打ちパスタのフレ

ッシュトマトソース（手で伸ばすタイプのパスタ）◇鶏肉のグリル　サラダ仕立て◇ニュー
ヨークチーズケーキ（直径12㎝、１人１台お持ち帰り）◇紅茶またはコーヒー

参加費　2,000円　　定　員　先着24人

料理教室「手打ちパスタとお手軽スイーツセット♪」
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　社団法人日本アロマ環境協会認定アロマテラピーインストラクター
を講師に、アロマテラピーをうまく生活に取り入れ、リラクゼーショ
ンやストレスケア、そして美容にと役立てる方法を講習します。皆様
お誘い合わせの上、ご参加下さい。

内　容　①アロマテラピーとは　②アロマテラピーの基礎知識
　　　　③アロマルームスプレーの作製　④実践！ハンドマッサージ

日　時　12月11日（土）午後２時～４時30分
場　所　京都府保険医協会　会議室
講　師　吉田 由起子 氏（社団法人日本アロマ環境協会認定アロマテ
　　　　　　　　　　　 ラピーインストラクター）
参加費　1,000円　　定　員　先着20人
共　催　京都府保険医協会　有限会社アミス

アロマテラピー
講座
― アロマで元気に美しく

文化講習会

　日　時　11月21日（日）　午前９時～午後２時（予定）
　　　　　　※当日の天気予報の降水確率が60％以上の場合は中止
　集　合　①午前９時・京都駅ＪＲ奈良線（８番線）先頭車両付近
　　　　　　（京都駅９時19分発・奈良行き みやこ路快速に乗車）
　　　　　②午前10時18分　ＪＲ笠置駅
　行　程　約13～14㎞・約５時間、柳生起点なら約７㎞・約３時間

ＪＲ京都駅＝ＪＲ（木津・加茂にて乗換）＝笠置駅－1.8㎞ －布目川発電所－0.7㎞ －飛
鳥路入口－４㎞－柳生（芳徳禅寺・一刀石・疱瘡地蔵・陣屋跡・家老屋敷・十兵衛杉な
どを見学／約３㎞）－1.5㎞ －阿対の石仏－２㎞ －笠置寺（磨崖仏見学後に体力に余裕
のある方は、行場めぐり〈約１㎞、30分〉。疲れた方は、もみじ公園でのんびりと紅葉狩
り）－1.5㎞－笠置駅＝ＪＲ京都駅

　参加費　無料・交通費自弁（笠置駅までの乗車券をお買い求めください。京都－笠置：820円）　
　　　　　昼食・飲物・雨具などは各自ご用意ください。
　共　催　京都府保険医協会　京都府歯科保険医協会

第20回 環境ハイキング

コースの説明　今回は南山城・笠置より出発、錦秋の布目川渓谷（京都の自然200選）を遡り、奈良
県・柳生の里を見学。再び巨大磨崖仏や南北朝時代の故事で知られる笠置寺へと周遊します。
　昼食は各自ご準備ください。柳生の里内での外食も可能ですが、一同青空の下で食べたいもの
です。ＪＲ乗車券は笠置駅までを購入してください（タクシー利用の方は奈良まで）。歩行距離が
気になられる方は、奈良市内をしばし散策し時間調整後、タクシーで柳生の里まで行き（所要時間
30分）、歩き組と合流してください。柳生を散策し、帰りの概ね下り路のみを歩かれることも可能で
すので申し出てください（この時間に路線バスはありません。歩き組との合流時間・場所は当日お知
らせします）。暖秋になることの多い昨今、少々紅葉には早い可能性が高いと存じますが、それなり
に秋の田舎の風情が楽しめることでしょう。笠置寺もみじ公園の紅葉は圧巻ですよ。

秋色 の 南山城散策（笠置・柳生の里周遊）

（いずれか）
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